
（平成２２年２月１０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 29 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 19 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 30 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 20 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 2792 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年３月から同年６月までの期間及

び同年８月から 49 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 23 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 48 年３月から 49 年３月まで 

    私は年金に強い関心を持っていたので、昭和 48 年３月ころにＡ市役

所で国民年金の加入手続をした。夫と私と同居の義弟の３人分を年４回、

私が納付した。48 年７月は厚生年金保険に加入していることになって

いるが、それは最近知ったもので、当時は、体調を崩して短期間で勤め

を辞めたため、厚生年金保険に加入してもらえるとは思っていなかった

ので、その月も国民年金の保険料を納付した。 

また、行政の記録では、加入手続をしたのは昭和 49 年４月となって

いるとのことであるが、そのころは、長男出産のため 48 年 11 月ころか

ら翌年５月ころまでＢ県Ｃ郡Ｄ町に里帰りしており、私が手続をやれる

わけがない。申立期間について未納とされていることには納得がいかな

い。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間直後の昭和 49 年４月以降、月の下旬に会社を退職

し翌月就職が決定したため加入しなかった 62 年１月を除き国民年金加入

期間に未納は無く、保険料を一緒に納めていたとするその夫も 20 歳に加

入して以降保険料を完納しており、夫婦の納付意識は高かったと認めら

れる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 49 年４月に払い出されて

おり、払出時点からすると申立期間は過年度納付が可能であり、申立人

が 13 か月と比較的短期間である申立期間の保険料を納付できなかったと



                      

  

する特段の事情も認められない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 

しかしながら、申立期間のうち、昭和 48 年７月は厚生年金保険被保険

者であり、国民年金被保険者となり得る期間ではないことが明らかであ

ることから、この期間の記録訂正を行うことはできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2793 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年４月から 40 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 38 年 10 月まで 

             ② 昭和 39 年４月から 40 年３月まで 

    申立期間①当時、Ａ地の写真店に住み込みで働いていた。昭和 36 年

ころ、店に来たＢ区役所の職員に国民年金の制度が始まることを説明さ

れ、加入を勧められたので、私が加入手続をして国民年金手帳をもらっ

た。38 年 10 月に結婚のため退職し転居するまでは、Ｂ区職員の集金に

より国民年金保険料を納めていた。保険料を納めると国民年金手帳にシ

ールのようなものを貼
は

られた覚えがある。Ｃ市に転居して少し経ってか

ら、国民年金の手続のためＣ市役所に行った。どのように保険料を納め

たかははっきり憶えていないが、Ｃ市役所の窓口にＢ区でもらった国民

年金手帳を渡したように思う。申立期間が未納となっていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 40 年３

月に払い出されており、同時点では申立期間②の国民年金保険料を現年

度納付することができる上、申立人は、申立期間直後の 40 年４月から

の１年間の保険料を納付するとともに、その夫が厚生年金保険に加入し

た 41 年４月に自身の資格喪失手続を適切に行っていることから、12 か

月と短期間である申立期間②の保険料を納付したと考えるのが自然であ

る。 

 

２ 申立期間①について、申立人は、昭和 36 年ころに国民年金の加入手



                      

  

続をして、Ｃ市に転居したときに国民年金手帳を市役所窓口に渡した

としているが、申立期間①当時に交付されたとする国民年金手帳の色

や交付時期についての記憶が曖昧
あいまい

である上、Ｃ市では、国民年金手帳

を預かる取扱いは行っていなかったとしており、申述とは符合しない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 40 年３月に払い出され、

国民年金の被保険者資格取得日は 39 年４月となっていることから、申

立期間①は未加入期間であり、制度上国民年金保険料を納付すること

ができず、申立期間①当時に別の手帳記号番号が払い出された形跡も

うかがわれない。 

  さらに、申立人が、申立期間①の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間①

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 39 年４月から 40 年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2794 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 59 年１月から同年３月まで 

厚生年金保険に加入した期間があり、国民年金に加入して加入期間を

長くしたほうが老後に年金が多くもらえるので加入した。Ａ区役所で

自身で加入手続を行い郵便局で納付していたが、義父の看病のため昭

和 58 年 11 月からＢ地の夫の実家に同居してからは、徒歩５分ほどの

Ｃ郵便局で納付書により、３か月ごとに納付していた。申立期間が未

納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入期間中、申立期間を除き保険料をすべて納付

しており、納付意識が高かったと考えられる。 

また、申立人の夫の実家から徒歩５分ほどのＣ郵便局で納付書により、

３か月ごとに納付していたなど、保険料納付に関する状況を具体的に申

述している上、申立期間前後に申立人の住所やその夫の職業に変更は無

く、申立人の生活状況に大きな変化はみられないことから、納付意識の

高い申立人が３か月と短期間である申立期間を納付しなかったとは考え

難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2799 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年 10 月から同年 12 月まで 

    勤務していた会社を昭和 48 年６月に退職して厚生年金保険の被保険

者資格を喪失した直後に国民年金に加入した。54 年５月に現在の会社

に就職するまで加入し保険料を納付していた。 

この時期の大部分、妻は主婦で家にいたので、納付書が届くと妻が夫

婦二人分の国民年金保険料を一緒に銀行の窓口で納付した。このうち、

３か月が未納とされており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 48 年９月ころに払い出されてお

り、払出時点からすると申立期間は納付が可能な期間である。 

また、夫婦の国民年金保険料を納付したとする申立人の妻は申立期間

を含めてすべて納付済みとなっており、国民年金に対する意識の高さが

うかがわれる。 

さらに、３か月と短期間である申立期間の国民年金保険料を納付でき

なかったとする特別な事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2800 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年４月から 42 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年４月から 41 年３月まで 

             ② 昭和 41 年４月から 42 年３月まで 

申立期間については、夫が夫婦二人の国民年金の加入手続及び保険料

の納付を行っているはずであり、昭和 40 年４月から 41 年３月までの期

間が未納、41 年４月から 42 年３月までの期間が申請免除となっている

ことに納得できない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の夫が夫婦二人の国民年金の加入手続や保険料の納付

を行ったはずであり、申立期間①が未納、申立期間②が申請免除となって

いることに納得できないとしているところ、夫婦の国民年金手帳記号番号

が連番で払い出されていること、及びその夫の申立期間の国民年金保険料

は、昭和 42 年７月 21 日に過年度納付により納付済みとなっていることか

ら、妻の保険料も一緒に過年度納付したとするのが自然である。 

また、申立人及びその夫は、申立期間後の国民年金保険料をすべて納付

していることから、納付意識は高かったと考えられる。 

さらに、申立期間は、24 か月間と比較的短期間である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2801 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年 12 月から 55 年３月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年７月から 38 年３月まで 

② 昭和 54 年 12 月から 55 年３月まで 

国民年金については、昭和 36 年７月から 38 年３月までの間は、Ａ区

役所の集金人の方に保険料を納付したはずであり、54 年 12 月から 55

年３月までの期間はＢ町役場で保険料を納付したはずであり、申立期間

が未納となっていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、申立人がＢ町役場でその妻の国民年金保険料

と一緒に納付したとしているところ、その妻の国民年金保険料は納付済

みとなっており、申立てに信 憑
ぴょう

性が認められる。 

また、申立期間②は４か月間と短期間である。 

     

２ 一方、申立期間①については、申立人はＡ区役所の集金人に国民年金

保険料を納付したとしているが、Ａ区役所では昭和 37 年４月から保険

料の徴収員が設置されていることから、37 年３月以前は徴収員により

納付することのできない期間である。 

  また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 38 年 11 月 12 日に払

い出されており、払出日からすると、36 年９月以前の国民年金保険料

については、時効により納付することはできない。 

 さらに、申立人が、申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示



                      

  

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 54 年 12 月から 55 年３月までの国民年金保険料を、納付して

いたものと認められる。 

   



                      

  

埼玉国民年金 事案 2803 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成６年 10 月から同年 11 月までの期間及

び７年２月の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 22 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 42 年 11 月から 50 年 12 月まで 

② 平成６年 10 月から同年 11 月まで 

③ 平成７年２月 

申立期間①については、結婚前から引き続き、両親がＡ市で集金人

に国民年金保険料を納付し、申立期間②及び③については、私がＢ区

の銀行で納付しており、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②及び③について、申立人は、Ｃ市内の自宅から当時のその

夫の仕事場があったＤ地に行った際、最寄りの金融機関で保険料を納付

したとしているところ、申立期間①、②及び③を除き、Ｃ市に転居した

昭和 45 年 11 月から夫と離婚した平成９年９月までについては、保険料

はすべて納付されており、２か月又は１か月と短期間の申立期間②及び

③が未納となっているのは不自然である。 

 

２ 申立期間①について、申立人は、その直前の期間と同様、その両親が

家族の国民年金保険料と一緒に家に来ていた集金人に納付したとしてい

るが、両親は既に他界していて証言が得られない上、申立人は申立期間

当初の昭和 42 年 11 月に結婚してＡ市の実家からＦ区に転居しており、

当時、Ａ市の実家で申立人及び両親と同居していた申立人の妹は、結婚

して実家から転居した後は自分で保険料を納付したとしていることから、

申立人の転居後も実家の両親が申立人の保険料を納付したとするのは不

自然である。 



                      

  

また、申立期間①の保険料を納付したことを裏付ける関連資料（家計

簿、確定申告書等）や周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、平成６年 10 月から同年 11 月までの期間及び７年２月の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2804 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 61 年 10 月から同年 12 月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付

記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年  月 日  ： 昭和６年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： ① 昭和 36 年４月から 40 年７月まで 

             ② 昭和 61 年 10 月から同年 12 月まで 

申立期間①については、Ａ区の実家で集金人に国民年金保険料を納

付していたが、未納期間があったため、昭和 45 年 11 月ころ過去の未

納の保険料を一括で納付できるときがあり、Ｂ区役所で４万円ほどの

保険料をまとめて納付した。申立期間②については、前後の期間を納

付しており、３か月分の保険料を未納とする理由が無い。申立期間①

及び②の期間について未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人は、昭和 61 年 12 月にＣ市に住所を移転

しており、国民年金保険料を前住所地のＤ区で納付してきたはずとして

いるところ、申立期間②は３か月と短期間であり、その前後の期間は保

険料がすべて納付され、経済的事情の変化もみられないことから、申立

期間②の保険料が未納となっているのは不自然である。 

 

２ 申立期間①について、申立人は、Ａ区の実家で集金人に国民年金保険

料を納付していたが、未納期間があったため、昭和 45 年 11 月ころ過去

の未納の保険料を一括で納付できるときがあり、Ｂ区役所で４万円ほど

の保険料をまとめて納付したとしているが、申立期間①の保険料を 45

年 11 月に第１回特例納付にて納付した場合の保険料額は、申立人が納

付したとする保険料額４万円とは乖離
か い り

している。 

また、申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料（家



                      

  

計簿、確定申告書等）が無い上、申立人は、申立期間①中に住所の移動

が無く、ほかの国民年金手帳記号番号が発行された形跡も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 61 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付してい

たものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2809 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年４月から 59 年３月までの国民年金保険料については、 

  納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年４月から 59 年３月まで 

申立期間の国民年金保険料は、Ａ市ではＢ銀行Ｃ支店（現在は、Ｄ

銀行）で納付し、Ｅ区では自宅近くの出張所で納付したはずであり、そ

の期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を、Ａ市に居住していた時期はＢ

銀行Ｃ支店で納付し、Ｅ区に居住していた時期は自宅近くの出張所で納付

したはずであると主張しており、申立期間当初の昭和 58 年４月の時点で

は、申立人は 55 年３月から引き続きＡ市に居住しており、生活環境に大

きな変化はみられない上、59 年１月にＥ区に転居した際も国民年金の住

所変更手続を遅滞なく行っていることから、12 か月と短期間の保険料を

未納とするのは不自然である。 

また、申立人は、申立期間を除いて未納期間は無く、申立期間前後の期

間は国民年金に任意加入して国民年金保険料を納付していることから、申

立人の納付意識は高かったものと認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2810 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年４月から同年９月までの期間の付加保険料及び 53 年

10 月から同年 12 月までの期間の付加保険料を含む国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 17 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 53 年４月から同年９月まで 

             ② 昭和 53 年 10 月から同年 12 月まで 

        妻が、Ａ市役所で私についての国民年金への加入と併せ付加年金への

加入手続をし、その後申立期間①と②に当たる昭和 53 年４月から同年

12 月までの期間の付加保険料を含む国民年金保険料を納付した。とこ

ろが、申立期間①については、付加保険料が未納とされ、申立期間②に

ついては、付加保険料を含む国民年金保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、その妻がＡ市役所で申立人についての

国民年金への加入と併せ付加保険料を含む国民年金保険料を納付したとし

ているところ、申立人は、申立期間①に当たる昭和 53 年度第１期の昭和

53 年４月から同年６月までの期間及び同年度第２期の 53 年７月から同年

９月までの期間の付加保険料を含む国民年金保険料の納付を示す２枚の領

収証書を所持しており、申立期間①について、定額保険料だけでなく付加

保険料をも納付していたことは明白であるが、オンライン記録ではその付

加保険料が未納とされており、行政側の記録管理に誤りがあったことが認

められる。 

また、申立期間②について、申立人は、その付加保険料を含む国民年金

保険料を納付したとしているところ、前記２枚の領収証書の金融機関の欄

に口座振替を示すタイプ印字された口座番号が認められ、これが申立人名



                      

  

義のＢ銀行（現在は、Ｃ銀行）Ｄ支店の口座番号と一致しており、その２

枚のうち昭和 53 年度第１期の領収証書の余白には、これを発行したＡ市

役所職員が記したと推認できる青色カーボン複写の「２期分より口座振

替」と読み取れるメモ文があることから、53 年度第２期分が口座振替さ

れただけでなくそれ以降も口座振替された可能性があり、その後転居した

Ｅ市において発行された申立人所持の 53 年度の領収証書は、第１期から

第３期までの収納印欄に斜線が引かれた上で第４期分の収納がなされたも

ので、Ｅ市によれば、年度途中の転入者については前住所地の市町村に納

付状況を照会し、納付済みと確認した期間の収納印欄を斜線で削除した納

入通知書兼領収証書を発行したとしていることから、申立人が申立期間②

に当たる 53 年度第３期分についても口座振替で納付したものと推認でき、

申立人が所持していた昭和 54 年 10 月６日付け繰り越しの同口座の預金通

帳の繰越額及び各月の残高額からみて、申立期間②の当時もその納付に充

分な残高額であったと考えられることから、申立人の主張に不自然さはみ

られない。 

 さらに、申立人は、申立期間②を除いて、納付が認められる申立期間

①を含め国民年金加入期間のすべての付加保険料を含む国民年金保険料

を納付しており、その納付意識は高かったものと考えられ、加えて、申

立期間②は３か月と短期間である。 

  その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 53 年４月

から同年９月までの期間の付加保険料及び 53 年 10 月から同年 12 月まで

の期間の付加保険料を含む国民年金保険料を納付していたものと認められ

る。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2480 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 12 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 30 年 10 月１日から 32 年５月１日まで 

             ② 昭和 33 年１月１日から 45 年４月１日まで 

    私は、Ａ社に正社員のＢ職として昭和 30 年 10 月１日に入社し、45

年３月に退職するまで継続して勤務した。結婚で退職する際には、会

社から結婚祝金として約 10 万円が支給された。 

    社会保険庁（当時）の記録では、申立期間について脱退手当金を受給

したことになっているが、脱退手当金を受け取った覚えは無い。また、

同じ会社なのに昭和 32 年５月１日から 33 年１月１日までの期間は、

厚生年金保険被保険者期間として残っており、脱退手当金の支給記録

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している厚生年金保険被保険者証には、再交付の押印が無

く、申立期間に係る事業所で厚生年金保険に加入した際、発行されたもの

と考えられるところ、脱退手当金を支給した場合、当時の事務処理におい

て、厚生年金保険被保険者証に脱退手当金を支給した旨の「脱」表示をす

ることとされていたが、当該厚生年金保険被保険者証には、その表示が無

い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険

被保険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間①及び

②に挟まれた昭和 32 年５月１日から 33 年１月１日までの被保険者期間に

ついてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっているが、これを

失念するとは考え難い上、未請求となっている被保険者期間は同一の事業



                      

  

所で、かつ、同一の厚生年金保険被保険者台帳記号番号で管理されている

にもかかわらず、支給されていない期間が存在することは事務処理上、不

自然である。 

   さらに、Ａ社を退職後、国民年金に加入し、以後 60 歳まで国民年金保

険料を完納しているとともに、その上 65 歳まで任意加入し保険料の納付

を行っており、このような年金に対する意識の高さを考慮すると、当時脱

退手当金を請求する意思を有していたとは認め難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2482 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立期間①について、申立人の株式会社Ａにおける資格喪失日は、平

成６年３月１日であると認められることから、申立期間①に係る厚生年

金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正し、申立期間①の標準報

酬月額を９万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る平成６年２月の厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立人の申立期間②における標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立期間②の標準報酬月額に

係る記録を９万 8,000 円に訂正することが必要である。 

 

３ 申立期間③について、申立人の株式会社Ｂにおける資格喪失日は、平

成７年 10 月１日であると認められることから、申立期間③に係る厚生

年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

    なお、標準報酬月額については９万 8,000 円とすることが妥当である。 

 

  ４ 申立人は、申立期間④、⑤、⑥、⑦、⑧及び⑨の厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

人の株式会社Ｃにおける平成 16 年７月 28 日（申立期間④）、同年 12

月 28 日（申立期間⑤）及び 17 年７月 28 日（申立期間⑥）の標準賞与

額について、申立期間④及び⑤を 23 万 5,000 円に、申立期間⑥を 25

万 8,000 円とすることが必要である。 

また、株式会社Ｄにおける平成 17 年 12 月 28 日（申立期間⑦）、18

年７月 28 日（申立期間⑧）及び同年 12 月 28 日（申立期間⑨）の標準

賞与額については、申立期間⑦及び⑧を 24 万 5,000 円に、申立期間⑨

を 27 万 9,000 円とすることが必要である。 

    なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住    所 ： 



                      

  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年２月 28 日から同年３月１日まで 

② 平成６年３月１日から同年８月 31 日まで 

③ 平成６年８月 31 日から７年 10 月１日まで 

④ 平成 16 年７月 28 日 

⑤ 平成 16 年 12 月 28 日 

⑥ 平成 17 年７月 28 日 

⑦ 平成 17 年 12 月 28 日 

⑧ 平成 18 年７月 28 日 

⑨ 平成 18 年 12 月 28 日 

    平成２年５月から株式会社Ｅに勤務し、その後、20 年７月 15 日に株

式会社Ｄを退職するまで、人事異動によりＦグループのグループ会社

で勤務を続けたが、株式会社Ａに勤務した期間のうち、６年２月 28 日

から同年３月１日までの期間（申立期間①）、株式会社Ｂに勤務した

期間のうち同年８月 31 日から７年 10 月１日までの期間（申立期間

③）の厚生年金保険被保険者記録が欠落している。この期間は、厚生

年金保険料が控除されたことが記載されている給与明細書があるので、

この期間を被保険者期間として認めてほしい。 

    また、株式会社Ｂに勤務していた平成６年３月１日から同年８月 31

日までの期間（申立期間②）については、厚生年金保険の被保険者と

はなっているが、標準報酬月額が給与明細書に記載された控除保険料

額と比べると引き下げられているので、その金額に見合う標準報酬月

額に訂正してほしい。 

    さらに、賞与について、平成 16 年夏期（申立期間④：株式会社

Ｃ）・冬期（申立期間⑤：株式会社Ｃ）、17 年夏期（申立期間⑥：株

式会社Ｃ）・冬期（申立期間⑦：株式会社Ｄ）、18 年夏期（申立期間

⑧：株式会社Ｄ）・冬期（申立期間⑨：株式会社Ｄ）の賞与記録が年

金記録に無い。保険料の控除を示す賞与明細書があるので、年金記録

を本来の記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①について、申立人は、オンライン記録では、株式会社Ａに

おいて平成５年９月１日に厚生年金保険の資格を取得し、６年２月 28

日に資格を喪失後、同年３月１日に同じＦグループである株式会社Ｂに

おいて資格を取得しており、同年２月 28 日から同年３月１日までの期

間の記録が無い。 

しかし、複数の同僚は、申立人は、申立期間①に継続してＦグループ



                      

  

に勤務していたと供述しているほか、雇用保険の加入記録（平成２年５

月 16 日資格取得、12 年８月 31 日資格喪失）から申立期間も継続して

勤務していたことが推認できる。 

また、申立人の申立期間①に係る異動はグループ会社間の異動である

ことが、法人登記簿謄本で確認できることから、申立期間①に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

さらに、申立人から提出された申立期間①に係る給与明細書において

確認できる厚生年金保険料控除額から、申立人の申立期間①の標準報酬

月額については、９万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付したか否かについては、事

業主から照会文書の回答が得られないが、事業主が平成６年３月１日を

資格喪失日として届けたにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこ

れを同年２月 28 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主

が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る同年２月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付すべき保険料に充当

した場合又は還付した場合を含む。）、事業主は申立人に係る申立期間

①の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   

２ 申立期間②については、申立人から提出された申立期間②に係る給与

明細書に記載された厚生年金保険料の控除額及び雇用保険の加入記録か

ら、申立期間②に株式会社Ｂに勤務していたことが確認でき、報酬月額

に基づく保険料が控除されていたことが認められる。 

  また、社会保険事務所（当時）の厚生年金保険被保険者記録において

は、当初、申立人の申立期間の標準報酬月額を申立人が主張する平成６

年３月から７年９月までを９万 8,000 円と記録していたところ、株式会

社Ｂが適用事業所に該当しなくなった日（平成６年 10 月 31 日）かつ申

立人がほかのグループ会社へ異動した日以降である８年１月５日付けで、

資格取得時の６年３月１日までさかのぼって８万円に引き下げている。

この標準報酬月額の減額訂正処理は申立人を含め 36 人に認められる。 

  さらに、当時の事業主は、「資金繰りが厳しく保険料の滞納に対し、

再三督促を受け、出頭して指導を受けた記憶がある。」と供述しており、

社会保険事務所（当時）が保管している滞納処分票においても記録が認

められる。 

  これらを総合的に判断すると、かかる処理を行う合理的な理由は無く、

申立期間②において標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認

められず、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額は事業主が社会保険

事務所（当時）に当初届け出た９万 8,000 円とすることが妥当である。 



                      

  

 

３ 申立期間③については、オンライン記録では健康保険証が平成８年１

月５日に返却されていることが確認でき、雇用保険の加入記録及び複数

の同僚の供述から、申立人が７年 10 月１日まで、Ｆグループ（株式会

社Ｂ）に継続して勤務していたことが認められるが、社会保険事務所

（当時）の記録では、当初、申立人の株式会社Ｂにおける申立期間③に

係る標準報酬月額は６年８月から７年９月まで９万 8,000 円と記録され

ているところ、同社が適用事業所に該当しなくなった日（６年 10 月 31

日）かつ申立人がほかのグループ会社へ異動した日以降である８年１月

５日付けで、６年８月 31 日まで遡及
そきゅう

して厚生年金保険の被保険者資格

を喪失している。 

一方、オンライン記録では、株式会社Ｂは、平成６年 10 月 31 日に厚

生年金保険の適用事業所ではなくなった旨の処理がされているが、同日

に厚生年金保険の被保険者資格を喪失している者の記録の中には、同日

以降の異なる日付けで被保険者資格を喪失した旨の記録を８年１月５日

にさかのぼって訂正されているものが多数存在しており、かつ、当該訂

正処理前の記録から、６年 10 月 31 日において、同社が当該適用事業所

としての要件を満たしていたと認められることから、当該適用事業所で

はなくなったとする処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成６年８月 31 日

に資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該処理に係る

記録は有効なものとは認められないことから、申立人の株式会社Ｂにお

ける資格喪失日は、株式会社Ａの資格取得日と同日の７年 10 月１日で

あると認められる。 

また、平成６年８月から７年９月までの標準報酬月額については、申

立人の株式会社Ｂにおける取り消された６年８月及び７年 10 月の定時

決定に係るオンライン記録から、９万 8,000 円とすることが妥当である。 

 

４ 申立期間④、⑤及び⑥については、それぞれ、申立人から提出された

平成 16 年７月 28 日、同年 12 月 28 日及び 17 年７月 28 日支給の賞与明

細書により、申立人は、申立期間④及び⑤は 23 万 5,000 円の標準賞与

額、申立期間⑥は 25 万 8,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の申立期間④、⑤及び⑥に係る厚生年金保険料の事業主

による納付義務の履行については、株式会社Ｃでは申立てに係る健康保

険厚生年金保険被保険者賞与支払届について不明と回答しているが、被

保険者全員のオンライン記録に賞与記録が無い上、事業主が当該期間の

賞与支払届を提出したにもかかわらず、社会保険事務所（当時）が複数



                      

  

回にわたりこれを記録しないことは考え難いことから、事業主が当該期

間の賞与額について届出をせず、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 

５ 申立期間⑦、⑧及び⑨については、それぞれ、申立人から提出された

平成 17 年 12 月 28 日、18 年７月 28 日及び同年 12 月 28 日支給の賞与

明細書により、申立人は、申立期間⑦及び⑧については 25 万 8,000 円

の賞与、申立期間⑨については 30 万 1,000 円の賞与を受けているが、

申立期間⑦及び⑧については１万 7,518 円、申立期間⑨については２万

437 円の保険料が控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除したと認められる保険料額及び申立

人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、こ

れらの標準賞与額のいずれか低い額を認定することとなる。 

したがって、給与明細書において確認できる保険料控除額から、申立

人の申立期間⑦及び⑧に係る標準賞与額については、24 万 5,000 円、

申立期間⑨に係る標準賞与額については、27 万 9,000 円とすることが

妥当である。 

なお、申立人の申立期間⑦、⑧及び⑨に係る厚生年金保険料の事業主

による納付義務の履行については、株式会社Ｄの元事業主からは回答が

無く、被保険者全員のオンライン記録に賞与記録が無い上、事業主が当

該期間の賞与支払届を提出したにもかかわらず、社会保険事務所（当

時）が複数回にわたりこれを記録しないことは考え難いことから、事業

主が当該期間の賞与額について届出をせず、その結果、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2484 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬

月額の記録を 41 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 31 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 14 年３月１日から 15 年５月１日まで 

    オンライン記録では、株式会社Ａに勤務した平成 14 年３月１日から

15 年５月１日までの期間について、厚生年金保険の標準報酬月額が、

実際に給与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違して

いることが判明した。このため、申立期間の標準報酬月額を正しい記録

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンラインの被保険者資格記録照会回答票（訂正・取消済資格記録）に

よると、申立人の申立期間に係る株式会社Ａにおける厚生年金保険の標準

報酬月額は、当初 41 万円と記録されていたところ、申立人が同社を退職

（平成 15 年４月 30 日）した後である 16 年 10 月 20 日付けで、申立人を

含む５人の標準報酬月額が減額されていることが確認でき、申立人の場合

は、申立期間における標準報酬月額を 26 万円に訂正されていることが確

認できる。 

   また、当該事業所の代表取締役のほか役員３人及び社員１人について

遡及
そきゅう

訂正処理が行われているとともに、平成 14 年度の当該事業所の滞納

処分票によれば、平成 14 年４月から同年７月までにおいて延滞金が発生

していることが確認できる。 

さらに、申立人から提出された平成 14 年７月から 15 年３月までの給

与振込額（預金通帳）は、９か月とも 33 万円以上であり、減額訂正後の

標準報酬月額 26 万円を上回っていることが確認できる。 

なお、申立人は、当該事業所に係る商業登記簿閉鎖事項全部証明書に



                      

  

よると、申立期間当時の平成 14 年 11 月 30 日まで取締役の役職にあった

が、同社の元事業主は、「当時は、経営が苦しかったため、厚生年金保

険料を含む社会保険料を滞納しており、社会保険事務所（当時）の職員

と相談して、滞納額を減額する方法として、従業員の標準報酬月額を引

き下げる届出を行った。申立人はＢ店の店長であり、当該届出には関与

していなかった。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、平成 16 年 10 月 20 日付けで行われた

遡及
そきゅう

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、14 年

３月１日にさかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由が

あったと認められないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正が

あったとは認められず、申立人の申立期間の標準報酬月額については、

事業主が当初届け出たとおり 41 万円に訂正することが必要である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2485 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、昭和 54 年９

月から 55 年６月までの期間を 18 万円に、同年７月を 20 万円に、同年８

月を 22 万円に、同年 10 月から 56 年９月までの期間を 22 万円に、57 年

４月から同年９月までの期間を 24 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 54 年９月１日から 57 年 10 月１日まで 

    株式会社Ａに勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実

際に支払われた給与額と相違している。厚生年金保険料は実際に納付さ

れた給与額に相当する額が控除されている。給与明細書を提出するので

標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

   申立人から提出された昭和 54 年９月から 57 年９月までの給与明細書を

検証したところ、報酬月額に応じた標準報酬月額は申立期間全期間におい

て厚生年金保険料の控除額に応じた標準報酬月額と同額又は高額であった

ことから、控除保険料額について比較の対象となるところ、55 年９月及

び 56 年 10 月から 57 年３月までの期間については、申立人に係るオンラ



                      

  

イン記録の標準報酬月額と一致し、54 年９月から 55 年８月までの期間、

同年 10 月から 56 年９月までの期間及び 57 年４月から同年９月までの期

間については、オンライン記録の標準報酬月額を上回っていることが確認

できる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立期間のうち、昭和

54 年９月から 55 年６月までの期間を 18 万円に、同年７月を 20 万円、同

年８月を 22 万円、同年 10 月から 56 年９月までの期間を 22 万円に、57

年４月から同年９月までの期間を 24 万円に訂正することが必要である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

給与明細書において確認できる保険料控除額及び支給額に見合う標準報酬

月額とオンライン記録の標準報酬月額が複数の期間（昭和 54 年９月から

55 年８月までの期間、同年 10 月から 56 年９月までの期間及び 57 年４月

から同年９月までの期間）一致していないことから、事業主は、給与明細

書で確認できる報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所

（当時）は、当該期間の標準報酬月額に見合う保険料（訂正前の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、上記のとおり、申立期間のうち、昭和 55 年９月及び 56 年 10 月

から 57 年３月までの期間については、申立人から提出があった給与明細

書の厚生年金保険料控除額を基に算定した標準報酬月額とオンライン記録

の標準報酬月額が一致していることから、記録を訂正する必要は認められ

ない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2486 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社ＡのＢ工場に係る被保険者記録は、資格取得日が平成

９年６月 21 日、資格喪失日が 10 年６月 26 日とされ、当該期間のうち、

９年６月 21 日から同年７月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と

記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の同社における資格取得日に係る記録を９年６月 21 日と

し、申立期間の標準報酬月額を 59 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年６月 21 日から同年７月１日まで 

    株式会社Ａに継続して勤務していたが、同社Ｃ工場から同社Ｂ工場に

転勤した際の１か月間について、厚生年金保険の被保険者記録が欠落し

ているので調査の上、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社ＡのＢ工場では、平成 19 年３月９日に申立人の資格取得日を

９年６月 21 日とする訂正届を社会保険事務所(当時）に提出しているが、

申立期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基

礎となる被保険者期間とならない期間と記録されている。 

しかし、株式会社Ａが保管する厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知

書、厚生年金保険被保険者資格取得確認通知書、個人別給与台帳、辞令、

及び雇用保険の被保険者記録により、申立人が同社に継続して勤務し（平

成９年６月 21 日に株式会社ＡのＣ工場から同社Ｂ工場に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認



                      

  

められる。 

これらの事情から、厚生年金保険の保険給付及び保険料の特例等に関す

る法律に基づき、申立人の株式会社ＡのＢ工場における資格取得日を平成

９年６月 21 日とすることが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る個人別給与台

帳における厚生年金保険料控除額から、59 万円とすることが妥当である。 

また、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届の記載に誤りがあっ

たとしていることから、事業主が平成９年７月１日を資格取得日として届

け、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年６月の保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立人に係る申立期間の

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2487 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社ＡのＢ工場における

資格喪失日に係る記録を昭和 54 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を 24 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年８月 31 日から同年９月１日まで 

    株式会社Ａに継続して勤務していたが、同社Ｂ工場から同社Ｃ工場に

転勤したのは昭和 54 年９月１日であるにもかかわらず同社Ｂ工場の資

格喪失日が同年８月 31 日となっているので訂正してほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａが保管する辞令、個人別社内経歴簿及び雇用保険の被保険

者記録から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 54 年９月

１日に株式会社ＡのＢ工場から同社Ｃ工場に異動）、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社ＡのＢ

工場における昭和 54 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、24

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあ

ったとしていることから、事業主が昭和 54 年８月 31 日を資格喪失日と

して届け、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年８

月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は還付した場合を含む。）、事業主は申立人に係る申立期間の保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2488 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａ本社（Ｂ地）にお

ける資格喪失日に係る記録を昭和 50 年４月１日に訂正し、申立期間の標

準報酬月額を 12 万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年３月 21 日から同年４月１日まで 

    株式会社Ａに継続して勤務していたが、同社本社(Ｂ地)から同社Ｃ工

場に異動したのは昭和 50 年４月１日であるので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａが保管する個人別従業員台帳、社内経歴簿、辞令、在籍証明

書、事業主の供述及び雇用保険の被保険者記録から判断すると、申立人が

同社に継続して勤務し（昭和 50 年４月１日に株式会社Ａ本社（Ｂ地）か

ら同社Ｃ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａ本社

(Ｂ地)における昭和 50 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、12

万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあっ

たとしていることから、事業主が昭和 50 年３月 21 日を資格喪失日として

届け、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年３月の保

険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は還付し

た場合を含む。）、事業主は申立人に係る申立期間の保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2489 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ株式会社における資格喪失日は昭和 51 年 10 月１日であると

認められることから、厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、７万 2,000 円とすることが

妥当である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

    昭和 51 年４月１日から同年９月 30 日までＡ株式会社に継続して勤務

していたにもかかわらず、オンライン記録では、51 年９月 30 日に厚生

年金保険被保険者資格を喪失したこととなっている。 

昭和 51 年９月の厚生年金保険料も給与から控除されていたはずなの

で、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   入退社日の確認できる従業員名簿、Ｂ基金の企業年金加入期間等証明書、

企業年金連合会から提出のあった厚生年金基金加入員台帳、及び雇用保

険の被保険者記録から判断すると、申立人が申立期間にＡ株式会社に継

続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、上述の企業年金加入期間等証明書などによると、申立人が昭和

51 年４月１日にＡ株式会社で同基金加入員資格を取得し、同年 10 月１日

に同基金加入員資格を喪失したことが確認できる上、雇用保険の被保険

者記録により申立人の離職日は同年９月 30 日であることが確認できる。 

さらに、Ａ株式会社及びＢ基金に照会したところ、「申立期間当時、

厚生年金基金加入員資格取得届及び同資格喪失届は複写式の様式を使用

しており、社会保険事務所（当時）と同基金には同一内容の書類を提出

していたはずである。」との回答があった。 



                      

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、事業主は、申立人が昭和 51 年 10 月１日に申立人のＡ株式会社にお

ける厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所

（当時）に行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社にお

ける昭和 51 年８月のオンライン記録及びＢ基金の記録から、７万 2,000

円とすることが妥当である。 

    



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2491 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められるこ

とから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 120 万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人の上記訂正後の厚生年金保険料（訂正前の標

準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17 年７月８日  

        ねんきん定期便によると、平成 17 年７月の賞与額が 12 万円と記載さ

れていたが、家計簿及び預金通帳からは 120 万円であったことが確認で

きる。納得できないので調査の上、正しい額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａが保管する平成 17 年夏の賞与明細一覧表から、申立人の申

立期間において、その主張する標準賞与額 120 万円の厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められるとともに、申立人が

保管する預金通帳により、賞与 120 万円から社会保険料及び所得税などを

控除した後の実支給額 92 万 4,085 円が同年７月８日に同社から振り込ま

れていることが確認できる。 

また、株式会社Ａは、「社会保険事務所（当時）に提出した健康保険厚

生年金保険磁気媒体賞与支払届書において申立人の賞与支払額を 12 万円

と誤って入力して提出した。」と供述している。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、過失により 12 万円の標準賞与額に相当する賞与額の届出を行

ったことを認めており、事業主が 12 万円を標準賞与額として社会保険事



                      

  

務所に届け、その結果、社会保険事務所は申立人が主張する標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行していないと認められる。         



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2493 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪

失日に係る記録を平成17年４月１日に訂正し、申立期間②の標準報酬月額

を28万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年２月 27 日から同年３月１日まで 

             ② 平成 17 年３月 31 日から同年４月１日まで              

    Ａ株式会社に、申立期間①については昭和 38 年２月末まで、申立期

間②については平成 17 年３月末まで、それぞれ勤務していたにもかか

わらず、厚生年金保険の記録が１か月ずつ欠落している。どちらも月

末まで勤務し、厚生年金保険料を控除されていたはずなので、被保険

者期間を訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、申立人から提出を受けた平成 17 年３月分給

与支給明細書、事業主から提出を受けた「平成 17 年分賃金台帳」及び

Ｂ健康保険組合の被保険者記録により、申立人がＡ株式会社に継続して

勤務し、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、上述の給与支給明細書

及び賃金台帳において確認できる控除された厚生年金保険料額から、28

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主

から提出を受けた健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書に



                      

  

より、申立人の資格喪失日が平成 17 年３月 31 日となっていることが確

認できることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年３月

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間

②の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 一方、申立期間①については、Ａ株式会社の事業主は当時の記録が無

く不明の旨供述している上、所在を確認できた同社の被保険者 15 人に

対して照会を行ったが、申立人の勤務期間を具体的に記憶している者は

おらず、申立期間①の同社における勤務の有無は不明であり、厚生年金

保険への加入をうかがわせるような供述を得ることはできなかった。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立期間①に係る申

立人の記録は、昭和 33 年 11 月１日に被保険者資格を取得し、38 年２

月 27 日に同資格を喪失していることが確認でき、記載内容にも不自然

な点は見当たらない。 

このほか、申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除され

たことが確認できる関連資料や周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2494 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社Ａに係る申立期間の標準賞与額の記録については、厚

生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準

賞与額とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

25 万 9,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 54 年生 

    住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 17 年６月 30 日 

株式会社Ａから平成 17 年６月 30 日に支給された賞与に係る厚生年金

保険の記録が無い。当該賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、

標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立てに係る事業主から提出があった賃金台帳及び平成 17 年６月 30 日

に支給された賞与明細書により、申立人は、25 万 9,000 円の標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っており、当委員

会に対しても届出を行っていないことを認めていることから、社会保険事

務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2495 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社Ａに係る申立期間の標準賞与額の記録については、厚

生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準

賞与額とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

27 万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 17 年６月 30 日 

株式会社Ａから平成 17 年６月 30 日に支給された賞与に係る厚生年金

保険の記録が無い。当該賞与から保険料が控除されていたので、標準賞

与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立てに係る事業主から提出があった賃金台帳及び平成 17 年６月 30 日

に支給された賞与明細書により、申立人は、27 万 4,000 円の標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っており、当委員

会に対しても届出を行っていないことを認めていることから、社会保険事

務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2496 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社Ａに係る申立期間の標準賞与額の記録については、厚

生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準

賞与額とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を

83 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 17 年６月 30 日 

平成 17 年６月 30 日に株式会社Ａから支給された賞与に係る厚生年金

保険の記録が無い。当該賞与から保険料が控除されていたので、申立期

間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立てに係る事業主から提出があった賃金台帳及び平成 17 年６月 30 日

に支給された賞与明細書により、申立人は、83 万円の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っており、当委員

会に対しても届出を行っていないことを認めていることから、社会保険事

務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2498 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失

日及び株式会社Ｂにおける資格取得日を昭和 44 年９月 21 日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額については、３万 6,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年９月 21 日から 45 年５月５日まで 

    申立期間当時、Ｃ自治体のＡ株式会社からＤ市の株式会社Ｂに異動し

たが、経営者が同じ企業間の転勤であり、申立期間はＤ市の株式会社

Ｂに勤務していた。昭和 44 年 10 月３日付けの株式会社Ｂの社員証明

書を現在も持っている。申立期間は厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ｂは、当時同社とＡ株式会社（昭和 53 年 11 月に株式会社Ｂに

吸収合併）は経営者が同一人であり、かつ両社間の異動は頻繁に行われて

いたと回答している上、社会保険事務所（当時）が保管する厚生年金保険

被保険者名簿及びオンライン記録では、複数の同僚が両社の被保険者期間

を有していることが確認できることから、企業グループとして、常時、両

社間の人事異動が行われていたことが認められる。 

また、株式会社Ｂは、社員調書、退職金計算書及び昭和 55 年度永年勤

続表彰者の一覧表を保管しており、当該社員調書及び退職金計算書から、

申立人の入社日は（Ａ株式会社において）昭和 44 年４月＊日、退職日は

（株式会社Ｂにおいて）56 年３月＊日であること、当該永年勤続表彰者

の一覧表から、55 年度に、男子で 10 年勤続した者として申立人が当該表

彰の対象者であったことが確認できる。 



                      

  

さらに、申立人が所持していた社員証明書には「株式会社Ｂ、Ｅ地、昭

和 44 年 10 月３日」と記載されている。 

加えて、同社は、申立人について「正社員として在職していたため、厚

生年金保険料を控除していた。申立てどおりの届出を行わなかった理由は、

不詳だが、会社間の連絡もれと考えられる。」と回答しており、これらの

事情から判断すると、申立人は、当時株式会社Ｂに継続して勤務し、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

なお、申立人が所持していた前出の社員証明書から少なくとも昭和 44

年 10 月３日の時点では、株式会社ＢのＤ市の事業所に転勤していたこと

が確認でき、同社は「申立人が供述している当時の勤務状況から、申立期

間当時は同社のＤ市の事業所に勤務していたと考えられる。」と回答して

いる。一方、オンライン記録によると、Ａ株式会社の申立人に係る資格喪

失日は昭和 44 年 10 月１日とされているものの、同社が保管していた厚生

年金保険被保険者資格喪失確認通知書及び社会保険事務所（当時）が保管

する厚生年金保険被保険者名簿のいずれも資格喪失日が同年９月 21 日と

されていることから、申立人のＡ株式会社の資格喪失日である同年 10 月

１日を同年９月 21 日に訂正し、株式会社Ｂにおける資格取得日を同年９

月 21 日とすることが妥当である。 

また、申立人の申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社

Ｂにおける被保険者名簿の昭和 45 年５月の記録及び同社が保管していた

厚生年金保険被保険者資格取得確認通知書の報酬月額から、３万 6,000 円

とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は保険料を納付したか否かについては不明とし

ているが、当該厚生年金保険被保険者資格取得確認通知書に申立人の資格

喪失日が昭和 44 年９月 21 日、資格取得日が 45 年５月５日と記載されて

いることから、事業主が同日を資格喪失日及び資格取得日として届け、そ

の結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る 44 年９月から 45 年４

月までの厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案2500 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）における資格取得日は昭和

41年２月21日であると認められることから、申立期間に係る同社における

厚生年金保険被保険者資格の取得日の記録を、同日に訂正することが必要

である。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については、１万6,000円とするこ

とが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和17年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年２月21日から同年３月21日まで 

社会保険事務所（当時）に年金記録の確認をしたところ、初めて厚生

年金保険の被保険者となった日について、オンライン記録では昭和41年

３月21日となっているが、所持している厚生年金手帳には同年２月21日

と記載されている。 

Ａ株式会社に２月に入社したことは間違いが無いので、コンピュータ

入力のミスで年金記録が違っていると考えられるから、調査して記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ株式会社における厚生年金保険被保険者資格の取得日は、健

康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿に昭和41年３月21日と記録され

ており、オンライン記録と一致している。 

しかしながら、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿における申立

人の資格取得日は、昭和41年２月21日と記録されており、申立人が主張し

ているとおり厚生年金手帳の記載と一致している。 

また、当該払出簿において、申立てに係るＡ株式会社の被保険者記号番

号の払出しは、申立人を含む36人が、同一日に連続した欠番の無い記号番

号順に記載されているが、厚生年金保険被保険者資格の取得日は、36人の

うち32人が昭和41年３月21日と記録され、次に申立人が同年２月21日、同



                      

  

僚の二人が同年３月８日、同僚の一人が同月16日と記録されていることか

ら、当該払出簿は、資格取得日の時系列順に記録されていなかったことが

確認できる。 

さらに、前述した36人の資格取得日について、払出簿と事業所別被保険

者名簿及びオンライン記録が一致しているにもかかわらず、申立人の記録

のみ異なっていることに合理的な理由が認められない。 

加えて、Ｂ株式会社では、申立期間当時の資料を保有していないので厚

生年金保険の届出などについては不明であるとしているが、前述の昭和41

年３月21日に被保険者資格を取得している同僚の一人が、申立人について

「同じ専門学校を卒業したが、彼は私よりも１か月早く入社したと思う」

と供述していることから、申立人の当該事業所における厚生年金保険被保

険者資格の取得日は、申立人が主張するとおり同年２月21日であったと考

えるのが妥当である。 

また、申立人の被保険者資格の取得については、払出簿の記号番号の払

出日を確認したところ、事業主により資格取得日の異なる同僚35人ととも

に資格取得の処理が行われているが、申立人の資格取得日について、払出

簿には昭和41年２月21日、事業所別被保険者名簿には同年３月21日と記録

され、異なっていることが確認できる。 

そして、当該払出簿の記録は、資格取得日が昭和41年３月21日の32人が

記録された後、新たなページの１行目に申立人の資格取得日が同年２月21

日と記録されており、当該記録は、事業主の届け出た資格取得日を転記す

る際、誤った日付の記録がされたとは考え難い。 

一方、申立人の事業所別被保険者名簿の記録は、同一ページに資格取得

日が昭和41年３月21日である５人に続いて、申立人の資格取得日が同日と

記録されており、事業主の届け出た資格取得日を転記する際、行政側の事

務処理の誤りにより、同日と記録したと考えるのが妥当である。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人のＡ株式会社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は、

昭和41年２月21日であったと認められるので、申立人の当該事業所におけ

る厚生年金保険被保険者資格の取得日の記録を、同日に訂正する必要があ

ると認められる。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については、申立人の当該事業所の

事業所別被保険者名簿における昭和41年３月の記録から、１万6,000円と

することが妥当であると認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2504 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を両事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける

資格喪失日に係る記録を平成 10 年５月 21 日、有限会社Ｂ（現在は、有限

会社Ｃ）における資格取得日に係る記録を同年５月 21 日に訂正し、申立

期間①の標準報酬月額を同年３月及び同年４月は 36 万円、同年５月及び

同年６月は 38 万円とすることが必要である。 

なお、両事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。  

また、申立期間②のうち、平成 10 年７月１日から 15 年７月１日までの

期間に係る標準報酬月額の記録については、平成 10 年７月は 38 万円、同

年８月は 36 万円、同年９月は 38 万円、同年 10 月は 36 万円、同年 11 月

は 38 万円、同年 12 月は 36 万円、11 年１月から同年４月までの期間は 34

万円、同年５月から同年 10 月までの期間は 36 万円、同年 11 月は 38 万円、

同年 12 月は 34 万円、12 年１月から同年３月までの期間は 36 万円、同年

４月は 34 万円、同年５月及び同年６月は 36 万円、同年７月は 34 万円、

同年８月から同年 11 月までの期間は 36 万円、同年 12 月は 32 万円、13

年１月は 34 万円、同年２月は 36 万円、同年３月から同年５月までの期間

は 34 万円、同年６月は 36 万円、同年７月は 34 万円、同年８月及び同年

９月は 36 万円、同年 10 月及び同年 11 月は 34 万円、同年 12 月から 14 年

３月までの期間は 30 万円、同年４月は 28 万円、同年５月及び同年６月は

30 万円、同年７月は 28 万円、同年８月は 30 万円、同年９月は 28 万円、

同年 10 月は 30 万円、同年 11 月は 32 万円、同年 12 月は 26 万円、15 年

１月及び同年２月は 30 万円、同年３月及び同年４月は 28 万円、同年５月

は 30 万円、同年６月は 28 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 10 年３月 31 日から同年７月１日まで 



                      

  

             ② 平成 10 年７月１日から 15 年８月１日まで 

    申立期間①については、株式会社Ａ及び有限会社Ｂに継続勤務してい

たが、厚生年金保険の被保険者記録が無い。給与明細書によれば、厚

生年金保険料が給与から控除されているので被保険者として認めてほ

しい。また、申立期間②については、有限会社Ｂにおける標準報酬月

額が給与明細書に記載された総支給額とかなりの隔たりがあるので、

標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人提出の株式会社Ａ及び有限会社Ｂにおけ

る給与明細書、株式会社Ａの事業主及び両事業所における同僚の供述並

びに雇用保険の被保険者記録から判断すると、申立人が当該期間におい

て株式会社Ａ及び有限会社Ｂに継続勤務し、当該期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給料から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、給与明細書において確

認できる保険料控除額から平成 10 年３月及び同年４月は 36 万円、同年

５月及び同年６月は 38 万円とすることが妥当である。 

なお、有限会社Ｂにおける平成 10 年分給与所得の源泉徴収票には、

同年５月＊日就職と記載されており、有限会社Ｂに係る商業登記簿では

会社設立日が同年５月＊日となっていることから、申立人は、申立期間

①において、同年５月＊日まで株式会社Ａに勤務し、同年５月＊日から

有限会社Ｂに勤務していたことが推認できる。 

一方、オンライン記録によると、申立期間①において株式会社Ａは平

成 10 年３月 31 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなり、有限会社

Ｂは同年７月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、両社の厚

生年金保険の適用時期に３か月ほどの空白期間があるが、商業登記簿で

は、株式会社Ａ及び有限会社Ｂは現存しており、当該期間は、当時の厚

生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたと判断される。 

なお、両事業主が申立期間①の保険料の納付義務を履行したか否かに

ついては、両事業主とも保険料を納付したか否かについては不明として

いるが、申立期間は両事業所とも適用事業所となっていないことから、

社会保険事務所（当時）は申立期間①の保険料控除について納入の告知

を行っておらず、両事業主は、申立期間①に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、標準報酬月額の相違について申し立

てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決

定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉控除していたと認められる厚生年金保険料及び申立人の報酬月額の



                      

  

それぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準

報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人提出の有限会

社Ｂに係る給与明細書において確認できる保険料控除額及び報酬月額か

ら判断すると、平成 10 年７月は 38 万円、同年８月は 36 万円、同年９

月は 38 万円、同年 10 月は 36 万円、同年 11 月は 38 万円、同年 12 月は

36 万円、11 年１月から同年４月までの期間は 34 万円、同年５月から同

年 10 月までの期間は 36 万円、同年 11 月は 38 万円、同年 12 月は 34 万

円、12 年１月から同年３月までの期間は 36 万円、同年４月は 34 万円、

同年５月及び同年６月は 36 万円、同年７月は 34 万円、同年８月から同

年 11 月までの期間は 36 万円、同年 12 月は 32 万円、13 年１月は 34 万

円、同年２月は 36 万円、同年３月から同年５月までの期間は 34 万円、

同年６月は 36 万円、同年７月は 34 万円、同年８月及び同年９月は 36

万円、同年 10 月及び同年 11 月は 34 万円、同年 12 月から 14 年３月ま

での期間は 30 万円、同年４月は 28 万円、同年５月及び同年６月は 30

万円、同年７月は 28 万円、同年８月は 30 万円、同年９月は 28 万円、

同年 10 月は 30 万円、同年 11 月は 32 万円、同年 12 月は 26 万円、15

年１月及び同年２月は 30 万円、同年３月及び同年４月は 28 万円、同年

５月は 30 万円、同年６月は 28 万円とすることが妥当である。 

  一方、平成 15 年７月の標準報酬月額については、給与明細書の報酬

月額又は控除された厚生年金保険料を基に算出した標準報酬月額がオン

ライン記録の標準報酬月額を上回っているとは認められないことから、

標準報酬月額の訂正の必要性は認められない。 

なお、申立期間のうち、今回訂正する期間に係る厚生年金保険料の事

業主による納付義務の履行については、事業主は保険料を納付したか否

かについては不明としているが、給与明細書で確認できる保険料控除額

又は報酬月額に見合う標準報酬月額とオンライン記録上の標準報酬月額

は事業主による算定基礎届に基づく定時決定が含まれているにもかかわ

らず、上記期間において一致していないことから、事業主は、給与明細

書において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届

け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該報酬月額に

見合う厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2505 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の有限会社Ａにおける資格取得

日に係る記録を平成 12 年５月１日に、資格喪失日に係る記録を 13 年８月

１日とし、申立期間に係る標準報酬月額を、12 年５月から 13 年３月まで

は 41 万円、同年４月から同年７月までは 44 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 12 年５月１日から 13 年８月１日まで 

    有限会社Ａに勤務していた期間について、給与明細書などの証明書が

あり、厚生年金保険料が給与から控除されていたことを証明できるの

で、申立期間の年金記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が有限会社Ａから得たとしている平成 14 年 12 月 13 日付けの退

職証明書により、申立人が、申立期間において同社で勤務していたことが

確認できる。 

また、申立人が有限会社Ａから得たとしている平成 12 年５月から 13 年

７月までの給与明細書により、申立期間において、申立人の給与から厚生

年金保険料が控除されていた事実が確認できる。 

一方、オンライン記録によれば、申立てに係る事業所は、平成９年 10

月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっているが、商業登記簿及

び申立人の退職証明書から、申立期間は、当時の厚生年金保険法に定める

厚生年金保険の適用事業所の要件を満たしていたと判断される。 

さらに、申立期間に係る標準報酬月額については、給与明細書に記載さ

れている保険料控除額から、平成 12 年５月から 13 年３月までは 41 万円、

同年４月から同年７月までは 44 万円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料の納付義務を履行したか

否かについては、申立期間は適用事業所となっていないことから、社会保

険事務所（当時）は申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2507 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａ（現在は、株式会

社Ｂ）における資格取得日に係る記録を平成９年５月 16 日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を、同年５月は９万 2,000 円、同年６月は 16 万円

とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年５月 16 日から同年７月 16 日まで 

申立期間について、株式会社Ａに勤務していたが、厚生年金保険の

加入記録が無い。給与支給明細書を提出するので、申立期間について

厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

給与支給明細書、雇用保険の被保険者記録及び同僚の供述により、申立

人は、申立期間において株式会社Ａに勤務し、申立期間の厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

一方、オンライン記録によれば、株式会社Ａは、平成９年７月 16 日に

厚生年金保険の適用事業所となっていることから、申立期間は厚生年金保

険の適用事業所となっていないが、同事業所が雇用保険の適用事業所とな

ったのは、同年４月 24 日であり、商業登記簿によると、法人登記は８年

12 月 12 日であることから、同事業所は、申立期間当時、厚生年金保険法

に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与支給明細書において確

認できる報酬月額又は保険料控除額から、平成９年５月は９万 2,000 円、



                      

  

同年６月は 16 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料の納付義務を履行したか

否かについては、申立期間は厚生年金保険の適用事業所となっていないこ

とから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 2516 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年 10 月 21 日から 63 年１月５日ま

での厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、申立人の有限会社Ａにおける資格取得日に係る記録を 62

年 10 月 21 日とし、同年 10 月から同年 12 月までの標準報酬月額を 36 万

円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 61 年８月６日から 63 年１月５日まで 

    ねんきん特別便によると、有限会社Ａにおける厚生年金保険被保険者

資格の取得日が昭和 63 年１月５日となっているが、同社には 61 年８月

６日から勤務しており、この間の被保険者期間 17 か月が欠落している。

61 年分給与所得の源泉徴収票があるので申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人が提出した昭和 61 年分給与所得の源泉徴収票及び雇用保険の

被保険者記録により、申立人が 61 年８月６日に有限会社Ａに入社し、

平成元年４月 20 日まで勤務したことが確認できる。 

また、当該事業所に昭和 62 年 11 月 21 日に入社し給与計算を担当し

ており、申立人の給与額（標準報酬月額）を記憶していた同僚は、「申

立人は、自分が入社した時には厚生年金保険料を給与から控除されてい

た。」と供述しているとともに、当該同僚の資格取得日は入社日と一致

していることから、申立人は申立期間のうち 62 年 10 月 21 日から同年

11 月 20 日までを計算期間（当該同僚が関与したと認められる期間）と

する給与から、厚生年金保険料を事業主により控除されていたものと推



                      

  

認される。 

さらに、申立期間のうち昭和 62 年 10 月から同年 12 月までの標準報

酬月額については、申立人の有限会社Ａにおける 63 年１月のオンライ

ン記録から 36 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明として

おり、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明らか

でないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事

務所（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連

資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

２ 一方、上記源泉徴収票に記載されている社会保険料の金額は、有限会

社Ａの昭和 61 年分の給与支払総額から算出した社会保険料額と著しく

相違する一方で、同社における 61 年８月から同年 12 月までの雇用保険

の保険料額及び申立人が申立期間以前に勤務していた株式会社Ｂにおけ

る社会保険料額とほぼ一致することから、事業主は、申立人の 61 年８

月度から同年 12 月度までの給与からは雇用保険料のみを給与から控除

していたものと推認される。 

また、申立期間のうち、昭和 62 年１月から同年 10 月 21 日までの期

間については、有限会社Ａは当時の資料を保管していないとしているた

め、厚生年金保険料の控除について確認することができない上、当該期

間に厚生年金保険被保険者記録を有する同僚が一人いるものの、当該同

僚は、「昔のことでよく記憶しておらず、不確かなことは回答できな

い。」としているため、申立人の勤務実態及び保険料の控除に係る具体

的な供述を得ることができない。 

このほか、上記期間において、申立人が事業主により給与から厚生年

金保険料を控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は無

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち昭和 61 年

８月６日から 62 年 10 月 21 日までの期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2795 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 44 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和８年生 

    住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 36 年４月から 44 年５月まで 

    私は、昭和 36 年４月ころ、隣のおじさんからサラリーマンの奥さん

も国民年金に任意加入できると聞き、翌日、友人と一緒にＡ市役所に行

き加入手続をした。当時、１月 100 円で３か月分 300 円を納付した。そ

れからは、国民年金保険料の支払用紙が送達されたので、市役所内のＢ

銀行Ｃ出張所の窓口で納付した。申立期間が未納となっていることに納

得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年４月ころ、友人と一緒にＡ市役所に国民年金の加

入手続に行ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は 44

年６月 20 日に払い出されており、申立人の同番号は＊で、友人の同番号

は＊番前の＊であることから、申立人は、友人より相当後に加入手続をし

たと推認でき、一緒に行ったとは認められない上、Ａ市から住所を移動し

ておらず、44 年６月 20 日以外に国民年金手帳記号番号が払い出された状

況も見当たらない。 

また、申立人は、昭和 44 年４月１日に任意加入しているため、申立期

間の国民年金保険料は制度上納付できない。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付について、申立期

間当時は印紙検認方式であったが、納付書により保険料を納付したので、

印紙のことは記憶に無く、印紙を貼付しなかったと主張するなど納付状況

が曖昧
あいまい

である。 

   加えて、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（日記、家計簿等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかが



 

  

わせる周辺事情が見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2796 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 37 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 37 年５月まで 

    私は、結婚前に国民年金に加入し、Ａ社に納付書と現金 100 円を持っ

て行って保険料を納付した記憶があるので、未納期間があることに納得

できない。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、結婚前に国民年金に加入し、当時勤務していたＡ社で国民年

金保険料を納付したと申し立てているが、国民年金の加入手続及び保険料

納付についての記憶が曖昧
あいまい

で、加入状況、納付状況が不明である上、結婚

前は国民年金制度が開始されておらず、国民年金に加入できない期間であ

ったことから申立人の記憶に齟齬
そ ご

が見られる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 37 年７月 24 日に払い出

されているが、申立人の夫は厚生年金保険に加入中であることから、申立

人は、国民年金には任意加入となるため、払出時点では、さかのぼって国

民年金に加入することはできなかったと推認される上、別の手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 2797 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年９月から 50 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年９月から 50 年 12 月まで  

私の国民年金保険料の加入手続、納付などはすべて他界した母が行っ

てくれた。 

母の国民年金保険料の納付記録を確認したところすべて納付済みにな

っているので、私の申立期間が未納になっていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の母親が、申立人の国民年金の加入手続を行い、国民

年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人の母親は既に他界し

ており、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておら

ず、国民年金への加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

  また、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の被保険者の資格取得記

録から昭和 51 年１月ころ払い出されていることが確認できることから、

払出時点からすると申立期間の一部は時効により納付することができない

期間である上、別の手帳記号番号が払い出された形跡はうかがわれない。 

さらに、申立人に係るＡ市の被保険者名簿には昭和 51 年１月から同年

３月までの保険料を納付したことを示す「3300 円 51.１.  」の検認印が

押されていることから、申立人は、加入手続を行った 51 年１月から保険

料の納付を開始したと考えるのが自然である。 

加えて、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに納付したことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2798 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年２月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年２月から 61 年３月まで 

    夫の勤務の都合で家族でＡ町に住んでいた昭和 53 年７月に国民年金

に加入した。 

このころ、自分も働いていたが忙しかったので保険料の納付は２か月

に１回くらいの割でＢ農協に納付していた。それが 10 回そこそこしか

納付していないというのは、納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 53 年７月に国民年金に加入し、第３号被保険者資格を

取得する前月の 61 年３月まで国民年金保険料を納付したと申し立ててい

るが、Ａ町の国民年金被保険者名簿及び申立人の所持する国民年金手帳

には、申立人が、申立期間始期の 55 年２月１日に資格を喪失し、61 年４

月１日に第３号被保険者資格を取得した記載があることから、申立期間

は国民年金の未加入期間で保険料を納付できない期間である上、別の国

民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがわれない。 

また、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに納付したことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2802 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年 12 月から３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年 12 月から３年３月まで 

    私が 20 歳になるとすぐに、母親が短期大学在籍中の私に代わって、

国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付してくれ

ていた。保険料はＡ区のＢ郵便局で年度分を一括して納付していた。結

婚する時に両親から国民年金手帳と領収証書を渡されたが、引っ越しの

際に処分してしまった。両親が私のために納めてくれた年金が、未納と

なっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が 20 歳になるとすぐにその母親が申立人の国民年金

加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付してくれたと申し立て

ているが、Ｃ市の国民年金被保険者名簿及びオンライン記録により、申立

人は平成 10 年５月に国民年金被保険者資格を取得していることが確認で

きることから、申立期間は未加入期間で制度上保険料を納付できない期間

であり、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかが

われない。 

また、申立人が処分してしまったとする国民年金手帳について、申立人

及びその母親は手帳の表紙の色、形状などについての記憶が無い上、その

母親は申立人の加入手続を行ったことに関する具体的な記憶が無く、国民

年金への加入状況が不明である。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

加えて、申立事案の口頭意見陳述において、申立人の母親が行ったとす



 

  

る国民年金の加入手続や申立期間の保険料の納付を裏付ける事情をくみ取

ろうとしたが、具体的な新しい証言や、証拠を得ることができなかった。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2805 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年 11 月から 58 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年 11 月から 58 年３月まで 

申立期間の国民年金保険料については、20 歳になった昭和 53 年＊月

ころ、父親がＡ市役所（現在は、Ｂ市役所）Ｃ支所で国民年金への加入

手続をし、Ｄ組合を通じて両親及び私の３人分の国民年金保険料を納付

していた。申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になった昭和 53 年＊月ころ、その父親がＡ市役所Ｃ支

所で国民年金への加入手続をし、Ｄ組合を通じて申立人の両親及び申立人

の３人分の国民年金保険料を納付したとしているが、申立人の国民年金手

帳記号番号から推定できる国民年金への加入時期は 60 年４月ころであり、

その時点では、申立期間の保険料は時効により納付できない期間である。 

また、Ａ市の被保険者名簿及びオンライン記録によれば、申立人は、申

立期間直後の昭和 58 年４月から 60 年３月までの 24 か月分の保険料を 60

年５月ころ、過年度納付により納付したことが確認でき、同期間はその当

時、保険料が未納であったと認められることから、申立人の父親が３人分

の申立期間の保険料を納付したとする申立人の申述と一致しない。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家  

計簿、確定申告書等）や周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2806 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年１月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年１月から 53 年３月まで 

20 歳になった直後の昭和 46 年＊月ころ、両親がＡ市役所で国民年金

への加入手続をし、国民年金保険料を納付していた。申立期間が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になった直後の昭和 46 年＊月ころ、その両親がＡ市役

所で国民年金への加入手続をし、国民年金保険料を納付したとしていると

ころ、申立人の国民年金手帳記号番号から推定できる国民年金への加入時

期は 53 年４月ころであり、その時点では、申立期間の保険料は時効によ

り納付できない期間及びさかのぼって納付する期間となるが、その両親は

既に他界しており国民年金への加入及び納付に関する証言が得られず、申

立人からその両親が申立期間の保険料をさかのぼって納付したなどの納付

に関する具体的な申述も得られない上、別の国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡もみられないことから、申立人の国民年金への加入状況及び

申立期間の保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）や周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2807 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年４月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

       生  年 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ： 

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年４月から 52 年３月まで 

    国民年金への加入及び保険料の納付についてはすべて夫に任せていた

が、申立期間の保険料については、夫が昭和 49 年４月に会社を辞め、

国民年金に加入した際に一緒に加入し納付したと思う。夫のみ納付した

記録があり、私の分については未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金への加入及び保険料の納付はすべてその夫に任せ

ていて、その夫が加入した際に一緒に加入し申立期間の保険料も納付して

いるはずだとしているが、国民年金手帳記号番号から推定できる国民年金

の加入時期は、その夫が昭和 49 年５月であり、申立人は 52 年 10 月であ

ることから、一緒に加入したとする申立人の主張と相違しており、52 年

10 月以前に別の国民年金手帳記号番号が払い出されている形跡も見当た

らない上、夫婦の国民年金の加入手続及び保険料の納付をすべて行ってい

たとするその夫は、加入手続後、さかのぼってまとめて保険料を納付した

ことは無いとしていることから、保険料の納付状況が不明である。 

また、申立期間の保険料の納付を裏付ける関連資料（家計簿、確定申告

書等）も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2808 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年 10 月から２年 12 月までの期間及び５年４月から９年

12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成元年 10 月から２年 12 月まで 

             ② 平成５年４月から９年 12 月まで 

    申立期間①及び②の国民年金保険料は、亡くなった母親が国民年金に

加入手続をして納付してくれたはずであり、その期間が未納とされてい

ることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、申立期間①の国民年金保険料をその

母親が国民年金の加入手続をして納付したはずであると主張しているが、

申立人の国民年金手帳記号番号から推定できる国民年金への加入時期は、

平成３年９月であり、その時点では、申立期間①はさかのぼって納付す

る期間となるが、申立人からさかのぼって納付したとする申述が無く、

別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡も見当たらない。 

また、オンライン記録によれば、申立期間①直後の平成３年１月から

同年３月までの保険料は、５年２月 15 日に過年度納付されており、そ

の時点では、申立期間①は時効により納付できない期間である。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、申立期間①と同様に、その母親が国

民年金保険料を納付してくれたはずであると主張しているが、申立期間

②のうち、平成６年８月から９年 12 月までの期間は、一時期同居して

いたとする申立人の弟の保険料も未納である上、申立期間②の住所地は

Ａ市とＢ市にまたがっており、二つの異なる市で保険料納付記録の管理

に誤りが続いたとは考え難い。 



 

  

 

３ 申立期間①及び②を通し、申立人は、国民年金保険料の納付に関与し

ておらず、申立人の母親は既に他界しているため、申立人の国民年金へ

の加入状況、保険料の納付状況が不明である。 

また、申立期間①及び②共に保険料の納付を裏付ける関連資料（家計

簿、確定申告書等）や周辺事情も見当たらない。 

 

４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2811 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41 年８月から 43 年２月までの期間、45 年１月及び同年

12 月から 50 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年８月から 43 年２月まで 

             ② 昭和 45 年１月 

             ③ 昭和 45 年 12 月から 50 年３月まで 

     申立期間①については、昭和 41 年８月から 43 年３月まで勤務してい

た会社について、当時は厚生年金保険に加入していると思っていたが、

退社した後で心配になり、社会保険事務所（当時）に調べに行き、その

会社が厚生年金保険に未加入であることが分かり、Ａ市役所に相談に行

き、その場で納付できる金額ではなかったため、その日のうちに現金を

用意して再度Ａ市役所へ行き、市役所窓口にて保険料を納付した。 

     申立期間②及び③について、申立期間②当時は、Ｂの仕事で独立する

ため、様々なＢの会社で修行をしていた時期であり、申立期間③当時は、

Ｂの仕事で独立したばかりの時期で非常に忙しかった時期であったため、

保険料の納付は、どちらの期間も当時同居していた母に任せていた。申

立期間①、②及び③の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、厚生年金保険に未加入であった会社に

勤務していた昭和 41 年８月から 43 年２月までの期間の未納となっていた

国民年金保険料をＡ市役所の窓口でまとめて納付したとしているところ、

申立人の国民年金への加入手続及び申立期間の保険料の納付時期の記憶が

曖昧
あいまい

であり、申立期間当時の国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が

不明である。 

また、申立期間②及び③について、申立人は、当該期間の保険料は、当



 

  

時同居していたその母が納付したとしているところ、その母は、現在高齢

の上、入院中であるため、証言が得られず、申立人も保険料の納付に関与

していないことから、申立人の保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立期間①、②及び③を通じて、申立人の夫婦連番で取得した

国民年金手帳記号番号から推定できる国民年金への加入時期は、昭和 50

年５月ころであり、その時点では、申立期間①及び②は時効により納付で

きない期間となり、申立期間③は時効により納付できない期間及びさかの

ぼって納付する期間となるが、上記のとおり、その母からさかのぼって納

付したなどの納付に関する具体的な申述が得られない上、別の国民年金手

帳記号番号が払い出された形跡も見られない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）や周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 2478 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 大正 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 18 年３月１日から 20 年１月１日まで 

私は、昭和 18 年３月１日から 20 年１月に兵役に就くまでの間及び

復員後の 21 年２月１日から同年４月 18 日までの間、Ａ駅前にあったＢ

株式会社Ｃ支店に勤務していた。在職中にＤを取得しＥの仕事をしてい

たからこそ、その後Ｆの軍務に就けたのであるし、復員後も再び同社に

勤務できた。社会保険庁（当時）の記録では、復員後の記録しかなくお

かしいので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｇ県が保管していたＨ名簿及びＩ名簿の記載内容から、申立人の申立内

容に矛盾は無く、また、申立人は、当時の業務内容などについての詳細を

記憶しており、申立期間に当該事業所に勤務していた可能性がうかがえる。 

しかし、Ｂ株式会社によれば、同社Ｃ支店は申立期間よりも後の昭和

20 年 11 月 26 日に設置された支店である。 

この点に関し、同僚二人から当時は国家統制によってＪ業者の合併や統

合がすすめられており、申立人が申し立てている事業所もその一部であっ

たとの供述が得られた上、Ｋ株式会社に係る商業登記簿謄本の記載による

と、同社はＬ株式会社とＭ株式会社が昭和 17 年５月＊日付けで合併した

ことにより設立され、21 年 10 月＊日付けでＢ株式会社に合併したことに

より解散したこと、Ｋ株式会社及びＬ株式会社の所在地が共にＢ株式会社

Ｃ支店の所在地と一致していることが確認できる。 

Ｋ株式会社及びＬ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿は

見当たらないが、Ｂ株式会社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿で確認できる同僚３人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）によれ



  

ば、Ｋ株式会社及びＬ株式会社で資格が取得されている上、社名変更と記

載されており、その記録の内容から、Ｋ株式会社やＬ株式会社に係る記録

も含めてＢ株式会社Ｃ支店に係る同名簿に書き直されていることが確認で

きる。 

また、Ｍ社会保険事務所（当時）によれば、申立人の申立期間の記録に

焼失や紛失事故は発生していない上、転記された厚生年金保険番号払出簿

の中に上記記録の判明した同僚３人の番号は確認できるが、申立人が資格

を取得したとしている昭和 18 年３月１日前後に払い出された者の中に申

立人の氏名は確認ができなかった。 

さらに、Ｂ株式会社によれば、申立人についての在籍記録は保管されて

おらず、申立期間当時の雇用形態や厚生年金保険の加入状況については不

明であるとし、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる給与明細書などの資料も無い。 

加えて、当該被保険者名簿から確認できる同僚 13 人からも申立人の申

立期間に関する供述は得られなかった。 

このほか、申立てに係る事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 2479 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年  月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年４月から 35 月２月まで 

昭和 33 年４月ころに株式会社Ａに入社し、35 年２月ころまで勤めて

いたと思われるが、社会保険事務所（当時）で確認したところ、厚生年

金保険被保険者であったと思っていた期間が空白となっていた。申立期

間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 33 年４月ころから 35 年２月ころまで株式会社Ａに継続

して勤務していたとしている。 

しかしながら、事業主は、当時の資料が無く申立期間に申立人が勤務し

ていたことについて不明と回答しているため、申立人の同社における勤務

状況や厚生年金保険の加入状況などについて確認することができない。 

 また、オンライン記録から連絡先が判明した当時の同僚に、申立人の勤

務実態や厚生年金保険料の控除について確認をしたが、具体的な供述を得

ることができなかった。 

さらに、申立人が卒業したＢ高等学校からの回答により、申立人が申立

期間中に同校（全日制の高等学校）に在籍していたことが確認できる上、

申立人は、高校卒業と同時に株式会社Ａに入社したと説明しているところ、

同校における申立人の卒業は昭和 35 年３月であることが確認できる。 

加えて、申立人は、申立期間について事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険

料を控除されていたことを確認できる給与明細書などの資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情も無い。 



  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。  

 



  

埼玉厚生年金 事案 2481 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年  月 日  ： 昭和 14 年生 

    住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 35 年９月１日から 37 年 12 月 21 日まで 

    私は申立期間にはＡ株式会社Ｂ工場に勤務していた。厚生年金保険と

は相互扶助の制度であり、こうして会社で天引きされていれば将来年金

として受けることができると信じていた。しかし、社会保険庁（当時）

の記録では、申立期間について脱退手当金を受給したことになっている。

自分自身、脱退手当金という制度自体も知らず、将来の年金受給を期待

していたのに払い戻し請求するはずもない。脱退手当金について再度調

査して私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の厚生年金保険被保険者原票には脱退手当金の支給を意味する

「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金に計算上の

誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か

月後の昭和 38 年３月 28 日に支給決定がなされているなど、一連の事務処

理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人が勤務していたＡ株式会社Ｂ工場の被保険者名簿に記載さ

れている脱退手当金の受給資格がある女性のうち、申立人の厚生年金保険

被保険者資格喪失日前後おおむね２年以内に資格喪失した 36 人について

脱退手当金の支給記録を確認したところ、29 人について脱退手当金の支

給記録が確認でき、そのうち 28 人が資格喪失日の約６か月以内に脱退手

当金の支給決定がなされている上、同僚のうちの一人は「脱退手当金の請

求手続はすべて申立事業所の事務担当者が代行し、代金は私の退職後の住

所地の郵便局で受領したと思う。」と具体的に供述していることや、脱退



  

手当金の支給決定日が同一日となっているものが複数認められることを踏

まえると、申立人についても事業主による代理請求がなされた可能性が高

いものと考えられる。 

さらに、申立人から聴取しても受領した記憶が無いというほかに、脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 2483 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 46 年４月１日から同年９月 30 日まで 

    ねんきん特別便を確認したところ、昭和 46 年４月から同年９月まで

勤務したＡ株式会社の記録が欠落していることが判明した。当時、Ｂ地

で採用試験があり、合格通知と一緒にＣ市のＤ株式会社の寮に入寮する

よう指示があり、Ｅで実施されたＦ養成のＧとして９月まで在籍した。

この間、厚生年金保険料を控除されていたと思うので厚生年金保険被保

険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ株式会社に昭和 46 年４月１日から同年９月 29 日まで勤務

し厚生年金保険に加入していたと主張しており、事業主は、当時の｢厚生

年金資格台帳｣、｢社員名簿｣及び｢昭和 46 年退職者一覧表｣に申立人の氏名

が無いことから申立人が勤務していたか否かについて不明としている上、

申立期間に係る雇用保険加入記録も無い。 

また、社会保険事務所(当時)が保管する健康保険厚生年金保険被保険者

名簿には申立人の氏名が無く、健康保険番号に欠番も無い上、申立人が同

時期に勤務していたとしている同僚二人も健康保険厚生年金保険被保険者

名簿に記録が無いことから照会ができず、申立人が同社に勤務していたと

する供述は得られなかった。 

さらに、申立人と同時期に入社した同僚（Ｈ職）の一人は、保管してい

るＩ名簿(当時、毎年 11 月ごろ発行)の昭和 46 年度版から 55 年度版まで

には申立人の名前は見当たらないとしているほか、同僚照会をして回答の

あった 17 人は申立人が勤務していたかどうかについては不明としている。 

加えて、事業主は、当時のＦ採用制度については資料が現存していない



  

としており、申立人の厚生年金保険料を控除していたか否かについても在

籍記録が無いことから不明としている上、同僚の元Ｆ（昭和 49 年入社、

第 26 期）は、Ｆを養成するために初心者を受講生とする６か月間の訓練

制度があり、給料は支給されるが社員ではないことから厚生年金保険には

加入をしていなかった制度があったとし、入社時期に相違はあるものの、

申立人は、その受講生だった可能性があると供述している。また、申立人

が同僚だったと供述している二人の同僚からも供述を得ることができない

ことから、申立人の申立期間における厚生年金保険料が控除されていたか

否かについては確認することができなかった。 

なお、申立人が訓練を受けたとしているＤ株式会社は、申立人の申立期

間における在籍記録は無いと回答しているほか、社会保険事務所(当時)が

保管する同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿にも申立人及び申立人

が同時期に勤務していたとする同僚二人の氏名が無く、健康保険番号に欠

番も無い。 

このほか、申立てに係る事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は無

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 2490 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14 年 10 月 16 日から 15 年６月 23 日まで 

 申立期間はＡ社に勤務しており、雇用保険料を給与から控除されてい

た。厚生年金保険料も給与から控除されていたはずなので、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

事業主の供述及び申立人の雇用保険被保険者記録から、申立人は、申立

期間にＡ社に常勤の事務員として勤務していたと認められる。 

しかしながら、事業主は、申立人を採用する際に雇用保険には加入させ

るが健康保険及び厚生年金保険には加入させない条件で採用したと供述し

ている上、事業主が提出した申立人の申立期間に係る出勤簿兼賃金計算簿

により、事業主が申立人の給与から雇用保険料を控除しているものの、健

康保険料及び厚生年金保険料は控除していないことが確認できる。 

また、事業主は、当該事業所は厚生年金保険の適用事業所ではないと回

答しており、かつ、Ｂ社会保険事務所（当時）が保管している適用事業所

名簿及びオンライン記録でも、当該事業所は厚生年金保険の適用事業所と

して確認することができない。 

さらに、申立人は、申立期間を含む平成 13 年５月１日から 15 年８月

18 日まで国民年金に加入し保険料も納付している上、同期間に国民健康

保険の被保険者であったことが確認できる。 

加えて、申立期間について、申立人が事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことを確認できる給与明細書などの資料も無い。 



  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 2492 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 50 年４月 10 日から同年６月２日まで 

上記申立期間に、Ａ株式会社に勤務し、厚生年金保険料を控除されて

いた記憶があるので、上記申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社から提出を受けた社員名簿によると、申立人が、昭和 50 年

５月まで他社（Ｂ業）で勤務していた記録が確認できる上、同年６月２日

にＡ株式会社に入社した記録が確認できる。 

   また、Ａ株式会社から提出を受けた「健康保険厚生年金保険被保険者資

格取得確認および標準報酬月額決定通知書」によると、昭和 50 年６月２

日に同社で厚生年金保険の資格を取得したことが確認できる。 

   さらに、Ａ株式会社が加入していた厚生年金基金の記録について、企業

年金連合会に照会したが、昭和 50 年６月２日に同社で資格を取得したこ

とが確認できる上、Ｃ組合にも照会したが、申立人に係る記録が無く不明

との回答であった。 

   加えて、雇用保険の被保険者記録も確認したが、昭和 50 年６月２日に

Ａ株式会社で資格を取得したことが確認できる。 

   このほか、所在の確認できた同僚からも、申立人の厚生年金保険への加

入をうかがわせるような供述を得ることはできない上、申立人が厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細

書などの関連資料は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立事業所において、厚生年金保険の被保険者として申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めること

はできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 2497 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者となることがで

きない期間であったことから、厚生年金保険の被保険者であったと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年 12 月 25 日から 58 年１月１日まで 

    出産を控えていたため、昭和 57 年 12 月 31 日にＡ社を退職した。最

後の出勤日から退職日（昭和 57 年 12 月 31 日）までは、年次有給休暇

を取得したはずである。また、同年 12 月の厚生年金保険料が給与から

控除されている。厚生年金保険の資格喪失日を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社の厚生年金保険被保険者期間中の全期間の給与明細書を

所持しており、当該給与明細書から昭和 57 年 12 月の厚生年金保険料を給

与から控除されていたことが確認できる。 

   しかしながら、同社は、退職に係る決裁文書、退職金計算書及び人事異

動通知書を保管しており、当該決裁文書により、申立人から退職願いの提

出があったために昭和 57 年 12 月 24 日付けの退職とし、同内容について

決裁者など 10 人が押印していること、当該退職金計算書により、同日を

退職日として退職金を計算したこと、当該人事異動通知書により、申立人

が同日付けで退職することを同社が承認したことが確認できる。 

また、雇用保険の被保険者記録によると、申立人のＡ社における離職日

を昭和 57 年 12 月 24 日とする離職票が交付され、さらに当該離職に基づ

く雇用保険の失業に係る給付の記録が確認できる。 

さらに、同社は、年次有給休暇を取得している間は、厚生年金保険被保

険者資格の喪失をすることは無いと回答しており、年次有給休暇を取得し

て退職したとする同僚二人は、同社を退職した時期と厚生年金保険の資格

喪失日は一致すると回答していることから、申立人が、申立期間に年次有



  

給休暇を取得し、継続して在籍していたとは考え難い。 

なお、申立期間の給与明細書から厚生年金保険料が控除されていること

については、旧厚生年金保険法第 19 条において「被保険者期間を計算す

る場合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資

格を喪失した月の前月までをこれに算入する」と規定されており、また、

同法第 14 条において「資格喪失の時期は、その事業所に使用されなくな

った日の翌日」と規定されていることから、資格喪失日が昭和 57 年 12 月

25 日である場合は、同月の厚生年金保険料が控除された場合であっても

当該月は厚生年金保険の被保険者とならない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの申立内容及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断

すると、申立人が、昭和 57 年 12 月の厚生年金保険料を事業主により同年

12 月分給与から控除されていることが確認できるが、申立期間について、

申立人は、当該事業所に使用されていた者であったと言えないことから、

厚生年金保険の被保険者期間であったと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 2499 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨  

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年９月１日から 41 年４月１日まで 

Ａ社には昭和 39 年４月 10 日から 41 年３月 31 日まで勤務し、ＢでＣ

としてＤ業務にあたっていたが、39 年９月１日以降の厚生年金保険被

保険者としての記録が無いことが判明した。厚生年金保険料は継続して

控除されていたので、厚生年金保険の被保険者記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社（当時）で昭和 39 年４月 10 日に勤務を開始し、41 年

３月 31 日に退職するまで厚生年金保険の被保険者であったと主張してい

る。 

しかしながら、Ｅ社の保管する勤務記録カードにより、申立人が、昭和

39 年４月 10 日に日給制のＦとして採用された後、同年９月１日付けで正

規職員であるＧに任用換えとなり、そのまま 41 年３月 31 日に退職したこ

とが確認できる。  

また、Ｅ社からは、申立期間については、申立人は、厚生年金保険が適

用されないＨ組合の組合員であったため、厚生年金保険料控除を行ってお

らず、当該期間に係る退職一時金も給付済みであるとの回答を得た。 

さらに、Ｉ組合からも、申立人に係るＨ組合の組合員期間及び退職一時

金の給付について、Ｅ社と同一の回答が得られた。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 2501 

 

第１ 委員会の結論 

    申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

 氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 10 年生 

 住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 33 年４月ころから 35 年 10 月ころまで 

    昭和 33 年４月ころＡ地にあった株式会社Ｂ（Ｃ店）でＤとして働い

ていた。社会保険事務所（当時）の記録では、厚生年金保険の被保険者

期間としての記録が無いとの回答を受けたが、間違い無く勤めていたの

で厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 33 年４月ころから 35 年 10 月ころまで株式会社Ｂ（Ｃ

店）に勤務していたと主張している。 

しかしながら、申立人は、３人の同僚の姓しか記憶しておらず、そのう

ちの一人は死亡していると供述しており、残る二人についてもオンライン

記録において検索ができず、同僚を特定することができないため照会する

ことができない上、事業主からは協力が得られないことから、申立期間に

ついて、同事業所の状況や申立人の勤務の実態、厚生年金保険料の控除な

どについて確認することができない。 

また、厚生年金保険の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿及び

オンライン記録によると、同事業所が厚生年金保険の適用事業所となった

のは昭和 52 年４月１日であり、申立期間については厚生年金保険の適用

事業所ではなかったことが確認できる上、同名簿の「適用別」欄の記録に

よると、「任意包括適用事業所」として適用されていることが確認できる。 

さらに、同事業所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 52 年４月

１日に在籍していた同僚４人については、一人は死亡しており、残る３人

は所在不明のため連絡が取れず、厚生年金保険料の控除などについて確認

することができない。 



  

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 2502 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年４月ころから 39 年４月ころまで 

社会保険事務所（当時）に照会したところ、昭和 38 年４月ころから

１年間くらい勤務していたＡ市のＢ社（現在は、有限会社Ｃ）の記録が

無いとの回答であった。資料は何も残っていないが厚生年金保険に加入

している会社だと思うので調査してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間について、Ｂ社に勤務していたことは、一人の同僚が、

「申立人は、昭和 40 年ごろに１年間くらい勤務していた。」と供述して

いることから、期間の特定はできないものの、申立期間のころに、申立人

の供述どおり同社でＤとして勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、事業所別被保険者名簿によると、Ｂ社は、昭和 40 年１

月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用事

業所ではないことが確認できる。 

また、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 40 年４月１日に

被保険者資格を取得したことが事業所別被保険者名簿により確認できる

12 人の同僚に照会したところ、回答のあった６人の同僚は、全員が適用

事業所となる前に入社しているが、この間に厚生年金保険に加入した形跡

は見当たらず、そのうち二人の同僚は、「Ｂ社は、当時はまだ厚生年金保

険に加入していなかった。」と供述している。 

さらに、そのうち一人の同僚は、「厚生年金保険に加入する前は保険料

を控除されていなかったと思う。」と供述しており、ほかの一人の同僚も、

文書での照会に、保険料控除は無かったと回答している。 

加えて、当該事業所では当時の記録の保存が無く、当時の事業主も既に



  

死亡していることから、申立人の勤務実態や厚生年金保険の適用について

の事実を確認できる供述を得ることができない。 

なお、申立人の当該事業所での雇用保険被保険者としての記録は見当た

らない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



  

埼玉厚生年金 事案 2503 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月１日から３年１月７日まで 

    平成元年４月１日から７年７月１日まで株式会社Ａ（現在は、Ｂ株式

会社）に継続勤務していたが、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無

い。当該期間について被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述により、申立人が申立期間当時、株式会社Ａに勤務し

ていたことはうかがえる。 

しかしながら、Ｂ株式会社では、株式会社Ａに関する当時の関係資料は

無いとしており、当時の事業主からも申立内容について確認ができない上、

同僚からも申立人の厚生年金保険料の控除などについて具体的な供述を得

ることはできなかった。 

また、オンライン記録によると、申立人の株式会社Ａにおける健康保険

被保険者証の交付日は平成３年１月 11 日（オンライン記録における被保

険者資格取得日である３年１月７日の４日後）となっている上、雇用保険

の被保険者資格取得日は、オンライン記録の被保険者資格取得日と一致し

ている。 

なお、同僚の一人は、厚生年金保険に一定期間加入させていなかったの

ではないかとしており、ほかの複数の同僚からも、試用期間があり、その

間は厚生年金保険に加入させていなかったと思うとの供述があった。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 



  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の給与からの控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 2506 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年４月１日から同年６月１日まで 

申立期間は、Ａ株式会社に勤務し厚生年金保険に加入していたが、当

該期間の加入記録が欠けているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社における同僚の供述及び申立人に係る同社の人事採用関連資

料により、申立人が昭和 61 年４月１日から同社に勤務していたことが確

認できる。 

しかしながら、Ａ株式会社の人事採用関連資料に、「件名：社員希望ア

ルバイトの試用について 標記の件名につきまして、下記の者をアルバイ

トといたしまして採用いたしたく、また本人は社員としての登用を希望い

たしておりますので、あらかじめご了解賜りたくお伺い申し上げます。 

記 （申立人名前）昭和 61 年４月１日より出社予定」との記載があり、

また、別の人事採用関連資料には、申立人の同社での厚生年金保険被保険

者資格取得日である同年６月１日から職員として採用されていることが推

認できる「件名：辞令の発令について 辞令案：（申立人名前）見習社員

として採用し、Ｂ課勤務を命ずる。 採用年月日：昭和 61 年６月１日」

という記載が見られる上、申立期間当時のＣ担当者は、「申立人がアルバ

イト勤務であった申立期間に、申立人の給与から厚生年金保険料は控除し

ていない。」と供述しており、複数の同僚から「入社から２、３か月、試

用期間があった。」との供述も得られた。 

なお、雇用保険の被保険者記録によると、申立人の被保険者資格取得日

は、厚生年金保険の被保険者資格取得日と一致している。 

また、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から



  

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると､

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 2508 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年２月 16 日から同年７月９日まで 

    Ａ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）Ｃ支店に入社し、同社Ｄ所におい

て実習の後、昭和 33 年２月 16 日に同社Ｃ支店に異動したが、同社Ｄ所

から同社Ｃ支店に異動した時の申立期間の厚生年金保険被保険者記録が

無い。同社には、継続して勤務しているので、申立期間に厚生年金保険

の被保険者であったと認めてほしい。          

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ株式会社提出の人事関係マスターリスト、雇用保険の被保険者記録及

び同僚の供述により、申立人が申立期間について、Ａ株式会社に勤務して

いたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ株式会社提出のＡ株式会社Ｃ支店に係る社会保険台帳

によると、申立人の被保険者資格取得日は昭和 33 年７月 10 日となってお

り、オンライン記録と一致する上、同僚からも申立人の申立期間の厚生年

金保険料の控除について供述を得られなかった。 

また、厚生年金保険の適用事業所名簿によると、Ａ株式会社Ｃ支店が厚

生年金保険の適用事業所となったのは、申立期間の途中の昭和 33 年５月

19 日であり、申立人と一緒にＡ株式会社Ｄ所から同社Ｃ支店に異動した

とする同僚は、同社Ｃ支店に係る事業所別被保険者名簿及びオンライン記

録によると、同社Ｃ支店が厚生年金保険の適用事業所となった後に厚生年

金保険被保険者資格を取得している。 

なお、Ａ株式会社Ｅ出張所（オンライン記録によると、昭和 22 年５月

１日に適用事業所となり、33 年５月 19 日に適用事業所ではなくなってい

る）に係る事業所別被保険者名簿にも申立人及び前記の同僚の氏名は無い。 



  

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情も無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 2509 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年  月 日  ： 昭和 16 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 41 年５月１日から同年７月１日まで 

    Ａ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）に昭和 40 年４月１日から５年７

か月勤務していたが、41 年５月１日に同社Ｃ支店に異動した際に２か

月間の厚生年金保険被保険者記録の欠落がある。中途で退職して再就職

した覚えは無いので、年金記録を訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人と同日にＡ株式会社本社から異動したとする同僚の供述及び当

該同僚が保管している本人の辞令により、申立人が昭和 41 年５月１日に

Ａ株式会社本社から同社Ｃ支店に異動したことがうかがえる。 

しかしながら、適用事業所名簿によると、Ａ株式会社Ｃ支店が厚生年

金保険の適用事業所となったのは、申立期間後の昭和 41 年７月１日であ

り、事業所別被保険者名簿及びオンライン記録に記載の申立人の厚生年金

保険被保険者資格取得日も同日となっている。 

また、株式会社Ｂでは、申立期間当時の厚生年金保険適用関係資料は

保管していないとしており、同僚からも申立人の申立期間に係る厚生年金

保険料の控除について供述を得られなかった。 

さらに、昭和 41 年４月１日にＡ株式会社Ｃ支店に入社したとする同僚

は、厚生年金保険被保険者証は入社後すぐには交付されず、交付されたの

は４月よりもっと後だったと供述している上、申立人と同日にＡ株式会社

本社から同社Ｃ支店に異動したとする同僚は、申立人と同様に申立期間の

厚生年金保険被保険者記録が無いと供述しており、事業所別被保険者名簿

の記録によると、Ａ株式会社本社での資格喪失と同社Ｃ支店での資格取得

日が申立人と同日となっている者が上記の同僚を含めて３人認められる。 



  

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 2510 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年 11 月から 33 年４月１日まで 

    私は、Ａ株式会社に昭和 32 年 11 月から 34 年 11 月 19 日まで勤務し

ていたが、社会保険庁（当時）の記録では、申立期間が欠落している。

申立期間については、同社において正社員としてＢ、Ｃの仕事をしてい

た。申立期間について、被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間における被保険者記録が

確認できる同僚、及び元事業主の供述により、期間の特定はできないもの

の、申立人がＡ株式会社に勤務していたことはうかがえる。 

また、元事業主は、事業所は既に解散しており社会保険手続に関する書

類等は無いため、申立期間に係る申立人の厚生年金保険の届出については

不明であると供述している上、同事業所の社会保険手続を行っていた労務

管理事務所から、当時の資料は保存していない旨の回答があり、申立期間

における厚生年金保険の届出状況を確認することができなかった。 

さらに、申立期間に係る厚生年金保険料が事業主により給与から控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 2511 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年 10 月 29 日から 45 年ころまで 

私は、有限会社Ａにおいて昭和 32 年１月１日から 45 年ころまで勤

務し、Ｂの仕事に従事していたが、申立期間について厚生年金保険被

保険者記録が無い。 

申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほし

い。                                     

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 32 年１月１日に有限会社Ａに入社し、申立期間におい

ても継続して勤務していたとしているが、事業主の供述及び健康保険厚生

年金保険被保険者名簿の記録から、申立期間に当該事業所に勤務していた

と認められる同僚を抽出して５人から回答があったものの、申立人が昭和

45 年ころまで勤務していたとする供述は得られなかった。 

また、事業主は、申立期間当時の書類等は保管しておらず、申立人にお

いても厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる関連資料等を所

持しておらず、申立内容に係る事実を確認することができない。 

さらに、事業主は、申立人の申立期間当時の勤務形態は月３日から７日

くらいの臨時雇用である上、昭和 38 年ころに退職していると供述してい

る。 

加えて、複数人の同僚は、社会保険の加入について何らかの社内基準が

あったと供述している上、ほかの一人の同僚は希望者だけを加入させる事

業所であったと供述している。 

なお、オンライン記録において申立人と同時期に厚生年金保険の被保険

者資格を喪失していることが確認できる同僚は、その後、国民年金制度発



  

足時から、同年金制度に加入し、その後、本人了解の上、再度厚生年金保

険に加入したと供述している上、申立期間当時に厚生年金保険被保険者資

格を喪失している者は何人かいるが、当人はこの事情を承知していたと供

述している。 

一方、オンライン記録と健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録は一

致する上、同名簿において申立期間における申立人の氏名は無い。 

また、オンライン記録により、申立人は、申立期間のうち、国民年金制

度発足時の昭和 36 年４月から 61 年３月まで国民年金保険料を納付してい

ることが確認できる上、Ｃ市の国民健康保険加入記録により、36 年３月

30 日から平成 21 年４月２日まで、国民健康保険に加入していたことが確

認できる。 

さらに、申立期間における申立人の雇用保険加入記録は無い。 

加えて、申立期間に係る厚生年金保険料が事業主により申立人の給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料が無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 2512 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60 年 11 月 16 日から 61 年８月 11 日まで 

             ② 昭和 63 年５月 21 日から同年 10 月 26 日まで 

    厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ株式会社における申立

期間①、及びＢ有限会社（現在は、有限会社Ｃ）における申立期間②の

標準報酬月額が低い。実際の給与の支払額は、申立期間①では 25 万円

から 30 万円、申立期間②では 50 万円であったので、正しい標準報酬月

額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ株式会社は、時期の特定はできないものの、

申立人は、Ｄとして勤務していたが、当時の人事記録、賃金台帳等は保

存していない上、給与等の内容も知る者がいないため不明であると回答

している。 

また、オンライン記録により、申立人と同時期に同事業所において厚

生年金保険の被保険者資格を取得した同僚の標準報酬月額と比較しても、

申立人の標準報酬月額が低額とは言えないことが確認できる上、健康保

険厚生年金保険被保険者原票の記録に訂正された形跡は無い。 

さらに、申立人が、同事業所に勤務していた当時の給与支払額、厚生

年金保険料控除額を確認できる給与明細書、源泉徴収票等が無く、給与

額を推定できる資料等も無い。 

 

２ 申立期間②について、Ｃ有限会社によると、申立期間②に係る人事記

録、賃金台帳等は保存しておらず、申立人の申立期間②における給与支



  

払額及び保険料控除額について確認することができないが、入社後３か

月は見習い期間があること、給与はＤが日額１万円、助手が 5,000 円程

度であり、入社６か月で 50 万円も支払うような仕事は無かったと供述

している。 

また、オンライン記録により、申立人と同時期に同事業所において厚

生年金保険の被保険者資格を取得した同僚の標準報酬月額と比較しても、

申立人は、同僚と同程度であることが確認できる。 

さらに、申立期間②に加入していたＥ厚生年金基金の加入員台帳にお

ける標準報酬月額は、オンライン記録と一致することが確認できる。 

 

３ このほか、申立期間について、申立人から申立内容の事実を確認でき

る資料等の提出や、事情の具体的な供述が無く、その主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間についてその主張する

標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を各事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 2513 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 34 年４月から同年 10 月まで                

    昭和 34 年４月、Ａ高等学校の紹介でＢのＣのＤとして就職し、同年

10 月まで勤務したが、その間の厚生年金保険の被保険者記録が無いの

はおかしい。申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立内容及び申立人から提出された同僚等と撮影された写真

により、勤務期間は不明であるが、申立人が株式会社Ｂに勤務していた

ことがうかがわれる。 

しかしながら、健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、申

立人及び申立人が記憶している同僚の名前は見当たらない。 

なお、株式会社Ｂによると、同事業所は昭和 27 年７月１日に厚生年金

保険の新規適用事業所になったが、一般従業員は一部を除き未加入であ

り、厚生年金保険の資格取得は 40 年代前半に事務職のみが、45 年に役職

者、Ｅ及びＦが、そして 49 年に残った全員が厚生年金保険の資格を取得

することとなったと回答している。 

また、昭和 30 年代に同事業所に採用された複数の事務職の同僚による

と、当時、厚生年金保険には全員が加入していたわけではなく、誰を加

入させるかは役員が決めており、役員、事務所勤務者、長期勤続者等の

一部の人だけが加入していた旨を供述している。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料が無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 



  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 2514 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生  年  月  日 ： 昭和９年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申  立  期  間  ：  ① 昭和 29 年 10 月ころから 32 年 10 月ころまで 

             ② 昭和 36 年２月ころから同年９月ころまで 

   申立期間①については、Ａに勤務しており、ＢのＣ等のＤを小売店に

持っていったり返品のＤを引き取ったりする仕事に従事していた。申立

期間②については、Ｅ株式会社に勤務しており、Ｆ地にあったＧ社の製

品をＨ地内のＩにＪしたりＫを引き取ったりする仕事に従事していた。 

申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が勤務していたとするＡ社については、

申立人の供述した所在地（Ｌ地）において商業登記簿謄本が無い上、申

立人によれば、当該事業所は個人事業所であり正社員も３人であったと

供述している。 

また、Ｍ年金事務所長の回答書から、当該事業所は申立期間当時に厚

生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる。 

  なお、所在地が異なるものの、商業登記簿謄本及び事業所別被保険者

名簿によりＨ地内に同名称の事業所を３社確認することができるが、そ

のうち１社については会社設立時期が昭和 55 年であることに加え厚生

年金保険の適用事業所ではなく、ほかの２社については厚生年金保険の

適用事業所ではあるものの厚生年金保険新規適用日がそれぞれ 33 年３

月 14 日及び 42 年５月１日であり、申立人の申立期間①以後であること

が確認できる。 

さらに、申立人は、申立期間①当時のＡ社の事業主や同僚の氏名を記



  

憶しておらず、申立人の当時の事情について照会することができない。 

加えて、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料が無い。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、申立期間②当時のＥ株式会社の同僚

の氏名を記憶していないこと、オンライン記録により申立人の申立期間

②当時に当該事業所に勤務し住所も判明する同僚に対して照会するも回

答を得ることができないこと、及び当該事業所は既に解散しており元事

業主も既に死亡していることから、当時の事情を確認することができな

い。 

また、当該事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿にお

いて、申立人の氏名は無く、健康保険証の番号も連続しており欠番は無

い。 

さらに、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料が無い。 

 

３ 申立期間における雇用保険被保険者記録は確認できない上、厚生年金

保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

  このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無

い。 

 

４ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚

生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 2515 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年  月 日 ： 大正 12 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29 年９月から同年 12 月まで 

② 昭和 49 年 12 月から 51 年３月まで 

    厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間①及び②

について厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答を社会保険事

務所（当時）からもらった。 

申立期間①については、Ａ区のＢ株式会社にＣとして勤務し、Ｄに

同僚と交替でＥした。申立期間②については、Ｆ区のＧ株式会社にＣ

として勤務した。 

両事業所とも厚生年金保険料が控除されていたと思うので、両申立

期間について被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、Ｄに申立人と交替でＥしていた同僚の供述と、

同僚が提出した申立人の写真（Ｈの前で撮影）により、期間の特定はでき

ないものの、申立人がＢ株式会社に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、当該同僚は、入社後すぐには厚生年金保険に加入しなか

ったと供述しており、ほかの同僚も、「同社には試用期間があり、入社

後すぐには厚生年金保険に加入しなかった。」と供述している。 

さらに、申立期間①当時に勤務していた複数の同僚の供述（自身が記憶

している入社日）により、社会保険庁（当時）の厚生年金保険の資格取

得日を検証したところ、これら同僚の資格取得日は入社の数か月後であ

ることが確認できる。 

また、事業主に照会するも、申立人に係る人事記録、賃金台帳等は保管

されておらず、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は



  

見当たらない。 

このほか、同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間

①において申立人の記録が無く、健康保険の整理番号も連番で欠番の無

いことが確認できる。 

 

２ 申立期間②については、雇用保険の被保険者記録により、申立人が昭和

49 年 12 月 27 日から 51 年３月 16 日までＧ株式会社に勤務したことが確

認できる。 

しかしながら、同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立

期間②において申立人の記録が無く、健康保険の整理番号も連番で欠番

の無いことが確認できる。 

また、事業主は、申立人に係る人事記録、賃金台帳等は保管していない

ものの、「正社員は健康保険及び厚生年金保険の資格取得の届出をして

いるが、当時加入していたＩ組合（平成 18 年４月＊日解散）の指導によ

り、入社に際し健康診断を受けないと届出が遅れることがある。また、

入社して長期欠勤する人が多くいたので、その場合も届出が遅れること

がある。」と回答しており、同僚の一人が「入社に際して健康診断を受

けるように言われ、Ｉ組合が運営していたＪ病院で受診した。」と供述

しているところ、申立人は、当該健康診断を受けた記憶が無いと供述し

ている。 

 

３ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる給与明細書等の関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


